
No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）

事業の進捗状況 部
局

予算
種別

1 県外情報発信事業

全国向け民放テレビ番組を活用し、福島の
“今”の魅力を発信することにより、本県の農
林水産物や観光に対する風評被害を払拭さ
せることを目的とするもの。 15,498

めざましテレビ　柳津町紅葉中継　11月2日
旅サラダ　会津若松市、外観光地紹介　11月5日
もしもツアーズ　南会津町、下郷町、会津若松市観
光地紹介　11月12日
東日本女子駅伝　福島市中継　11月13日
報道ステーション　いわき白水阿弥陀堂中継　11
月16日

知
事
直
轄

23
当初

2
復興緊急プロジェクト事
業

各部の事業と連携し、「感謝」と「ふくしまの
今」をキーワードに各種媒体で情報発信を行
うとともに、「新生ふくしま」のイメージを発信
する。

180,650

「ありがとうのメッセージ」2月25日読売、朝日、産
経各新聞に掲載。2月25日～3月2日まで全国主要
駅、主要路線に掲出。
テレビ「夢の扉＋（プラス）」川俣シルクの紹介
震災１年を振り返ってＤＶＤ作成

知
事
直
轄

12月
補正

3
地方振興局重点施策推
進事業費

重点施策推進事業において、東日本大震災
による新たな地域課題への対応を追加。

25,000

【主な事業】
県北：首都圏での桃のPRイベント開催
県中：首都圏キャラバン隊による風評被害払拭
　　　のための要請活動
県南：県南・南会津・いわき３地方振興局
　（南部軸）連携による県外での復興イベント開催
会津：大学生と連携した地元産品の復興支援
南会津：風評被害払拭のための観光物産展
相双：「がんばろう そうそう！」復旧・復興支援
　　　プロジェクト

総
務

23
当初

4
私立学校設備整備事業
等補助金

私立学校を設置する学校法人等が国の補助
を受けて実施する学校施設等の災害復旧事
業に対して補助

305,250

３月３１日現在、１９５校中、提出済１１６校、予定な
し７９校 総

務
5月
補正

5
福島県私学振興基金協
会貸付金

（社）福島県私学振興基金協会による貸付等
を通じて東日本大震災等により被災した私立
学校の災害復旧等を支援

254,118

３月３１日現在、災害資金貸付５件10,933,000円、
基金協会貸付金（独自分）に対する利子補給１４件
933,844円

総
務

5月
補正

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.3.31
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H24.3.31

6
私学学校運営費補助金
（一般分）

私立学校を設置する学校法人が、東日本大
震災等により、就学が困難となった生徒等に
対し、授業料等を免除した場合、補助金を交
付（小・中・高・幼稚園分）

176,304

３月３１日現在、１４法人２５校（小中高）へ１４８，８
１９，２９１円支払済
各幼稚園へ交付決定済　５０園 総

務
5月
補正

7
私立幼稚園教育振興助
成事業補助金

（社）福島県全私立幼稚園協会が、東日本大
震災等により、就学が困難となった幼児の保
育料等を免除した場合、免除した額の範囲内
で補助金を交付（学校法人立以外の幼稚園
分）

2,056

各幼稚園へ交付決定済　５園

総
務

5月
補正

8
私立専修学校運営費補
助金

私立専修学校を設置する学校法人が、東日
本大震災等により、就学が困難となった生徒
に対し、授業料等を免除した場合、補助金を
交付

21,504

交付決定済。８法人９校

総
務

2月
補正

9
私立専修学校振興助成
事業補助金

（社）福島県私立専修学校各種学校連合会
が、東日本大震災等により、就学が困難と
なった生徒の授業料等を免除する非学校法
人立の専修学校・各種学校に対し、免除した
額の範囲内で補助金を交付

11,339

交付決定済。１０校

総
務

2月
補正

10
緊急スクールカウンセ
ラー等派遣事業

東日本大震災により被災した児童生徒等の
心のケアなどに当たるため、国の委託によ
り、緊急にスクールカウンセラー等の派遣を
実施

22,887

福島県臨床心理士会へ事業委託済。７月１日以降
２５校へ１５人計１８９回派遣（１月３１日現在）。

総
務

5月
補正
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11
私学学校運営費補助金
（一般分）

私立学校の児童・生徒等が受ける放射線量
の低減を図るため、校庭・園庭の表土の改善
等を行う工事及び校舎等を洗浄するための
高圧洗浄機等を整備する費用を補助（小・
中・高・幼稚園分）

284,957
総
務

3号
補正
(専決)

12
私立幼稚園教育振興助
成事業補助金

非学校法人立の私立幼稚園の園児が受ける
放射線量の低減を図るため、園庭の表土の
改善等を行う工事及び園舎等を洗浄するた
めの高圧洗浄機等を整備する費用を補助

5,764
総
務

3号
補正
(専決)

13
私立専修学校運営費補
助金

学校法人立の専修学校の生徒が受ける放射
線量の低減を図るため、校庭の表土の改善
等を行う工事及び校舎等を洗浄するための
高圧洗浄機等を整備する費用を補助

12,614
総
務

3号
補正
(専決)

14
私立専修学校振興助成
事業補助金

非学校法人立の専修学校の生徒が受ける放
射線量の低減を図るため、校舎等を洗浄す
るための高圧洗浄機等を整備する費用を補
助

298
総
務

3号
補正
(専決)

15
私立学校運営費補助金
（一般分）

私立学校の児童・生徒等が受ける放射線量
の更なる低減を図るため、校庭・園庭の表土
の改善等を行う工事及びエアコン等を整備す
る費用を補助（小・中・高・幼稚園分）

751,638
総
務

6月
補正

16
私立幼稚園教育振興助
成事業補助金

非学校法人立の私立幼稚園の園児が受ける
放射線量の更なる低減を図るため、園庭の
表土の改善等を行う工事及びエアコン等を整
備する費用を補助

40,473
総
務

6月
補正

17
私立専修学校運営費補
助金

学校法人立の専修学校の生徒が受ける放射
線量の更なる低減を図るため、校庭の表土
の改善等を行う工事及びエアコン等を整備す
る費用を補助

35,177
総
務

6月
補正

３月３１日現在１８０校中
（表土改善）
実施済１４７、実施中０、今後実施予定０、実施予
定なし３３
（高圧洗浄機）
実施済７６、実施中０、今後実施予定０、実施予定
なし１０４
（泥落としマット）
実施済５１、実施中０、今後実施予定０，実施予定
なし１２９
（エアコン）
実施済１１３、実施中０、今後実施予定０、実施予
定なし６７
（扇風機）
実施済２９、実施中０、今後実施予定０、実施予定
なし１５１
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18
私立専修学校振興助成
事業補助金

非学校法人立の専修学校の生徒が受ける放
射線量の更なる低減を図るため、校庭の表
土の改善等を行う工事及びエアコン等を整備
する費用を補助

18,289
総
務

6月
補正

19
私立学校運営費補助金
（一般分）

緊急時避難準備区域に所在する私立高等学
校及び幼稚園の校庭・園庭の表土の改善等
を行う工事、エアコン等及び高圧洗浄機等を
整備する費用を補助

28,553
総
務

9月
補正

20
私立幼稚園教育振興助
成事業補助金

緊急時避難準備区域に所在する非学校法人
立の私立幼稚園の園庭の表土の改善等を行
う工事、エアコン等及び高圧洗浄機等を整備
する費用を補助

2,406
総
務

9月
補正

21
私立学校運営費補助金
（一般分）

私立学校の児童・生徒等が受ける放射線量
の更なる低減を図るため、校庭・園庭の表土
の改善等を行う工事及びエアコンを整備する
費用の補助率の変更等

876,429
総
務

12月
補正

22
私立幼稚園教育振興助
成事業補助金

非学校法人立の私立幼稚園の園児が受ける
放射線量の更なる低減を図るため、園庭の
表土の改善等を行う工事及びエアコンを整備
する費用の補助率を変更等

44,650
総
務

12月
補正

23
私立専修学校運営費補
助金

学校法人立の専修学校の生徒が受ける放射
線量の更なる低減を図るため、校庭の表土
の改善等を行う工事及びエアコンを整備する
費用の補助率の変更等

39,608
総
務

12月
補正

24
私立専修学校振興助成
事業補助金

非学校法人立の専修学校の生徒が受ける放
射線量の更なる低減を図るため、校庭の表
土の改善等を行う工事及びエアコンを整備す
る費用の補助率の変更等

18,253
総
務

12月
補正

３月３１日現在１８０校中
（表土改善）
実施済１４７、実施中０、今後実施予定０、実施予
定なし３３
（高圧洗浄機）
実施済７６、実施中０、今後実施予定０、実施予定
なし１０４
（泥落としマット）
実施済５１、実施中０、今後実施予定０，実施予定
なし１２９
（エアコン）
実施済１１３、実施中０、今後実施予定０、実施予
定なし６７
（扇風機）
実施済２９、実施中０、今後実施予定０、実施予定
なし１５１
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25 医科大学災害復旧事業
公立大学法人福島県立医科大学の施設・設
備等に係る災害復旧経費の補助 72,628

事業実施完了。 総
務

6月
補正

26 会津大学災害復旧事業
公立大学法人会津大学の施設・設備等に係
る災害復旧経費の補助 83,815

事業実施完了。 総
務

6月
補正

27
医科大学東日本大震災
被災学生就学支援事業

東日本大震災被災学生等の授業料等減免に
より生じる公立大学法人福島県立医科大学
の収入減について補助

20,136

事業実施完了。
総
務

12月
補正

28
会津大学東日本大震災
被災学生就学支援事業

東日本大震災被災学生等の授業料等減免に
より生じる公立大学法人会津大学の収入減
について補助

35,331

事業実施完了。
総
務

12月
補正

29
県庁舎整備に要する経
費

県庁舎の復旧
（本庁舎時計塔解体ほか応急復旧工事、上
層階ロッカー入替等）

129,000

完了。
総
務

知事
専決

30
県庁舎整備に要する経
費

県庁舎の復旧
（庁舎内外壁修繕、舟場町分館改修ほか復
旧修繕等）

219,141

舟場町分館改修工事を除き完了。
同工事は契約繰越により実施中。 総

務
6月
補正

31
県庁舎整備に要する経
費

県庁舎の復旧
（西庁舎天井裏耐火被覆復旧工事、本庁舎
避雷設備復旧工事）

31,364

避雷設備復旧工事は完了。
耐火被覆復旧工事は２４年度に繰越して実施。 総

務
9月
補正

32
県庁舎整備に要する経
費

県庁舎の復旧
（応急復旧修繕追加分） 52,958

完了。 総
務

12月
補正

33
県庁舎整備に要する経
費

県庁舎の復旧
（応急復旧修繕追加分） 9,873

完了。 総
務

2月
補正

34
合同庁舎整備に要する
経費

合同庁舎の復旧
（設備等修繕、被災状況調査等） 16,000 完了。

総
務

知事
専決

35
合同庁舎整備に要する
経費

合同庁舎の復旧
（渡り廊下解体、設備改修） 23,549 完了。

総
務

6月
補正
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36
合同庁舎整備に要する
経費

合同庁舎の復旧
（郡山北分庁舎解体工事、南相馬南庁舎補
強工事）

87,417

南庁舎補強工事は完了。
北分庁舎解体工事は契約繰越により実施中。 総

務
9月
補正

37
公舎提供による避難者
支援（施設管理課等）

空室となっている職員公舎の避難者への提
供

0
２９戸の住居を提供した。 総

務
－

38
職員公舎整備に要する
経費

公舎の復旧
（被災公舎復旧修繕及び解体工事） 11,285

解体工事は一部公舎を除き完了し、２４年度に引
続き実施。
復旧修繕は２４年度に繰越して実施。

総
務

9月
補正

39
職員公舎整備に要する
経費

公舎の復旧
（被災公舎復旧修繕）

6,201
完了。 総

務
12月
補正

40
(財)福島県市町村振興
協会交付金

東日本大震災復興宝くじの収益金を(財)福島
県市町村振興協会を通じて、復旧・復興の財
源として市町村へ交付する。

1,893,207

12月に（財）福島県市町村振興協会を通じて各市
町村へ交付済み。交付額：540,718千円
Ｈ24.3.30付復興宝くじ追加交付予定（H24.4.9額確
定予定）

総
務

6月
補正

41 核燃料税交付金

原子力発電所立地地域振興基金の一部を取
崩すことにより、交付金の特別枠を新設し、
復旧・復興の財源として立地市町村等に交付
する。

4,336,100

７月２９日に原子力発電所立地市町村等へ交付済
み。 総

務
6月
補正

42
市町村復興計画策定補
助金

市町村の復興計画の策定事業に対し、補助
金を交付する。 100,000

３月１６日に交付決定済み（対象：２９市町村） 総
務

12月
補正

43 市町村復興支援交付金

東日本大震災からの復興に向けて、住民生
活の安定や地域経済の振興など地域の実情
に応じたきめ細かな対応ができるよう、市町
村に交付金を交付する。

28,500,000

１月３１日に交付済み（全市町村）。

総
務

12月
補正

44
復興ビジョン等策定事
業

本県の復興に向けた復興ビジョンの策定及
び福島県復興ビジョン検討委員会の開催等 5,148

８月１１日に復興ビジョン策定 企
調

6月
補正

45 復興計画策定事業
復興ビジョンを踏まえた復興計画の策定に向
け、復興計画検討委員会及び分科会の開催 1,885

１２月２８日に復興計画策定
企
調

9月
補正
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サポート事業採択実績（３月末日現在）
　227件（県北22、県中40、県南28、会津78、南会
津22、相双19、いわき18）（一般枠183件、活性化
枠44件）
うち「震災復興及び関連する取組み」として164件
採択。（一般枠183件の９割弱）
【震災復興関連の主な事業例】
　県中：被災者向けモニターツアーの実施
　会津：首都圏の社員食堂や社員旅行での活用PR
　相双：首都圏や県外避難先で「相双味祭り」の開催
　いわき：仮設商店街で週末ごとにイベント開催

企
調

23
当初

県戦略事業の実施状況（3月8日現在）
「復興マルシェ（県北）」…相双からも出店
「会津復興キャンペーン『あいづ稀処(まれどころ)市』
（会津）」…南会津の物産も合わせて販売
「おいしく・イキイキ・相馬の料理（相双）」…全5回実施。
相馬地方の食材を使った料理教室等の開催
「みなとまち福幸まつり（いわき）」…3/3,4実施。アクア
マリンパークにおける復興イベントの開催。周遊ツアー
等も実施。

企
調

23
当初

47
放射線に関する問い合
わせ窓口

原子力事故に対する県民の不安解消を図る
ため、放射線に関する県民からの問い合わ
せを受け付ける電話窓口を設置するもの。

原子力安全
課より適宜
配分を受け
執行

設置：H23.3.17
体制：6～8名（職員、国からの応援、嘱託員）
相談件数：25,416件
※8/9から政府原子力災害現地対策本部が放射
線に関する相談を受ける「ワンストップ相談窓口」
事業を開始したことに伴い従来の窓口は8/8で終
了。

企
調

－

48
放射線健康リスク管理
アドバイザー

県民の安全・安心を図るため、放射線による
健康への影響についてアドバイスをいただ
き、放射線と健康に関する正しい知識を県民
に提供するもの。

原子力安全
課より適宜
配分を受け
執行

アドバイザー：3名を委嘱
　　　　　　　（長崎大学教授2名、広島大学1名）
活動内容：放射線の健康への影響に関する講演
会等を開催

企
調

－

46
地域づくり総合支援事
業（サポート事業、県戦
略事業）

サポート事業において、震災復興及び関連す
る取組みを最優先で採択。県戦略事業にお
いても、風評被害防止のための事業を積極
的に展開。

403,498

7



No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）

事業の進捗状況 部
局

予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.3.31

49 情報通信基盤運営事業

東日本大震災等により被害を受けた情報通
信ネットワークシステムのネットワーク機器を
補充し、執務室のLAN環境を再構築する。 8,287

3/30　事業完了
企
調

6月
補正

50
情報通信基盤災害復旧
事業

被災した光ファイバ施設の復旧費用を補助す
る。

-

事業完了：南相馬市　（※国直接補助 11百万円）
事業実施中：相馬市、新地町、広野町（※国直接
補助28百万円）
H24年度申請予定：いわき市、南相馬市

企
調

－

51
携帯電話等エリア整備
支援事業

被災した移動通信用鉄塔施設の復旧費用を
補助する。 3,114

事業完了：天栄村
企
調

12月
補正

52
文化センター災害復旧
事業

被災した県文化センターの災害復旧に係る
調査設計の委託及び建物・設備の復旧工事
等を行う。

1,091,774

復旧工事を２月２０日より実施している。（９月２９
日再オープン見込）

文
ス
ポ

6月
補正
9月
補正

53
ふくしま海洋科学館災
害復旧事業

被災したふくしま海洋科学館の災害復旧に係
る調査設計の委託及び建物・設備の復旧工
事等を行う。 1,499,146

建築、電気、空調設備、給排水設備工事につい
て、工事請負契約済。土木工事について調整中。 文

ス
ポ

6月
補正
12月
補正
２月
補正

54
新たな県民運動・ステッ
プアップ事業

新“うつくしま、ふくしま。”県民運動の推進、
地域活動団体等の活動基盤を強化するため
の事業を行う。

31,422

平成２３年９月～実施中 文
ス
ポ

23
当初

55
地域づくり総合支援事
業（地域協働モデル支
援事業）

地域活動支援団体等と市町村等が行う先駆
的な協働モデル事業（震災対応含む）に補助
を行う。 60,360

平成２３年度は、震災対応案件など１４事業を補助
対象として選定済み。現在平成２４年度事業を選
定中。

文
ス
ポ

23
当初
12月
補正

56
ふるさと雇用再生特別
基金事業｢地域コミュニ
ティ活動支援事業｣

地域コミュニティ活動支援アドバイザーによる
地域課題解決へ向けた住民活動の支援(震
災対応含む)　、地域課題解決事例の情報収
集・発信等を行う。

15,503

震災対応案件を含む地域課題解決事例集を作
成。 文

ス
ポ

23
当初

8



No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）

事業の進捗状況 部
局

予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.3.31

57
福島体育館災害復旧事
業

福島体育館の建物・設備の修繕を行う。
9,946

２月３日に管理運営を行う福島市に引き渡した。福
島市では、３月１日から利用を再開した。

文
ス
ポ

9月
補正

58
東日本大震災記録保存
活用事業

東日本大震災関連の体験や教訓などを次世
代に継承するため、その記録等の収集を行
う。

3,100

記憶等の聞き書き映像１０７件。動画、写真等約
５，０００点を収集。

文
ス
ポ

9月
補正

59
ふるさと絆情報ステー
ション設置事業

民間借り上げ住宅等入居者への情報提供と
交流の場とするため、ふるさと絆情報ステー
ションを設置する。
※がんばろう福島！絆づくり応援事業より適
宜予算配分を受け実施

－

県内の大型小売店舗１３箇所に、情報ステーション
を設置した。 文

ス
ポ

－

60 災害見舞金の交付

東日本大震災による自然災害により死亡した
方の遺族等に災害弔慰金を支給するととも
に、自然災害により精神又は身体に重度の
障害を受けた者に対し、災害障害見舞金の
支給を行い、被災者の生活の立て直しを目
的とした貸付を行う。

8,625,642

市町村より支給、貸付を進めている。
3月31日現在
　災害弔慰金  支給済　2,263件 6,492,500千円
  災害障害見舞金　支給済　11件　16,250千円
　災害援護資金貸付金  貸付済　1,972件
3,577,670千円

生
環

23
当初
5月
補正
6月
補正
12月
補正
2月
補正

61
阿武隈急行災害復旧事
業費補助金

東日本大震災により被害を受けた阿武隈急
行線の施設の復旧経費について、沿線自治
体とともに支援する。

71,701

23.12.1　通常運行開始
24.2.2  工事完了 生

環

6月
補正
12月
補正

62
福島臨海鉄道災害復旧
事業費補助金

東日本大震災により被害を受けた福島臨海
鉄道の施設の復旧経費について、国と協調し
て支援する。

111,401

24.2.1    全線運行開始

※　平成24年度繰越明許40,885千円
生
環

12月
補正
2月
補正
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）

事業の進捗状況 部
局

予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.3.31

63
震度情報ネットワークシ
ステム保守管理事業

東日本大震災により被害を受けた震度情報
ネットワークシステムの震度計を修理する。

18,869

3月31日現在
10市町村11震度計修理箇所のうち、5箇所の震度
計基礎台の修繕は完了し、3箇所の補修工事も完
了した。残り3箇所は市町の庁舎復旧計画の決定
に合わせて順次修理していく。
※　平成24年度繰越明許12,180千円

生
環

6月
補正
2月
補正

64
総合情報通信ネット
ワーク整備事業

東日本大震災により被害を受けた総合情報
通信ネットワーク通信機器等を修理する。

197,215

市町や県機関の修理対象に係る庁舎復旧計画等
の決定に合わせて、順次修理していく。

※　平成24年度繰越明許197,215千円

生
環

6月
補正
2月
補正

65 放射能対策事業

県民に正確な情報を提供するため、原子力
発電所からの放射性物質漏えいに関して、農
水畜産物、土壌、水道水等の放射線測定を
実施するとともに、県内全域で空間放射線量
についてモニタリングを行う。

1,182,648

モニタリングを継続するとともに、放射能対策パン
フレット等を作成･配布
(1) モニタリング
a.空間線量率
　・定点調査93箇所
　・学校等調査1,739箇所
　・公民館等調査417箇所　観光地226箇所　等
b.環境試料 (2/29現在)
　・大気　2,369検体　    ・陸水  30,787検体
　・土壌　3,102検体      ・海水    1,048検体
　・農畜産物　18,388検体  ・その他　2,406検体
(2) 県HPでの放射能測定マップ公開(8/29～)
　・定点調査、学校・児童施設等調査、公園調査、
メッシュ調査他
　・以降、順次公開予定
(3) 放射能対策パンフレット
　・除染の進め方等（全戸配布）　700,000部
　・子ども･保護者向け　　　　　　　525,000部
　・線量低減対策手引・第１版　　120,000部
　・線量低減対策手引・第２版　　200,000部

生
環

5月
補正
6月
補正
2月
補正
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）

事業の進捗状況 部
局

予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.3.31

66
産業廃棄物関係モニタ
リング機能強化事業

東日本大震災により被害を受けた環境セン
ターのケミカルハザード対策室を復旧する。

6,520

23.9.28  設計業務委託契約締結
23.11.25　設計業務完了
23.12.14　補修工事入札公告
24.1.11　補修工事請負契約締結
24.3.30  工事完了

生
環

6月
補正

67
モニタリングポスト緊急
整備事業

発電所周辺及び県内全域に可搬型モニタリ
ングポストを、保育園、幼稚園、小中高等学
校、公園等に小型のオンライン線量計を配置
し、空間線量をインターネット上にわかりやす
く公開する。
（ふくしまの子どもを守る緊急プロジェクト事
業）

5,760,000

事業規模
　・オンライン線量計　2,700台
　　　平成24年2月21日運用開始
　・可搬型モニタリングポスト525台
　　　平成24年4月2日運用開始

生
環

－
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）

事業の進捗状況 部
局

予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.3.31

68
放射能簡易分析装置整
備事業

食品の安全・安心を確保するため、住民に身
近な公共施設等に自家消費農作物（家庭菜
園等）や山菜・キノコなどの食品の放射能簡
易分析装置を整備し、検査体制を構築する。

1,396,979

５２０台（県２台、市町村５１８台）配備
４９２台（県２台、市町村４９０台）配備済

【県貸与】　３３８台（配備済）
　　県が購入し市町村へ無償貸与
【消費者庁貸与】　１５３台（１２５台配備済）
　(1)第１次配備  １４台配備済
　　１県、１３市町村
　(2)第２次配備　３１台配備済
　　２９市町村
　(3)第３次配備　８０台配備済
　　全市町村へ１台以上
　(4)申請中　２８台
【日本赤十字社からの贈与】　２９台（配備済）
　　二本松市(２３台)及び川内村(６台)

【研修】
(1)市町村職員等を対象に、分析装置導入前に、
　　基礎・実技の研修会を５回実施
(2)分析装置設置時に、操作員を対象に操作・
　　分析の研修を実施
(3)分析装置導入時、検査結果の分析について
　　データの見方等の指導を実施予定

生
環

12月
補正

69
帰還住民放射能対策機
器整備事業

警戒区域の見直し・解除に伴う住民帰還に当
たり、住民一人一人の不安の解消と安全・安
心を確保するため、市町村が購入する線量
計にかかる費用を補助する。

1,490,070

24.3.27  交付要綱制定

生
環

2月
補正
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）

事業の進捗状況 部
局

予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.3.31

70
緊急的生活空間除染事
業

国の除染に関する緊急実施基本方針が示さ
れたことにより、追加被ばく線量が1～
20mSv(年間)となる地域について、市町村が
策定する除染計画に基づき、実施する除染
対策の総合的な支援を行う。

2,121,598

(1)面的除染モデル事業
　・一般住宅等の除染、実証試験の実施
　・一時保管施設の設置
※福島県面的除染モデル事業
　・事業期間11/14～2/29
　・面的除染の手引き　3月29日公表
※福島県除染技術実証事業
　・除染技術の公募 11/4～11/17
　・応募件数　177件
　・選定技術　20件選定・公表 11/24
　・実地試験　12/1～2/4
　・実証成果　3月29日公表
(2)一時保管施設設置に係るリスク・コミュニケー
　　ション事業
　・安全安心フォーラムや地域対話集会の開催に
    よる住民理解の促進
※福島市（11月27日）、郡山市（1月29日）、
　　南相馬市（2月12日）、いわき市（2月19日）

生
環

9月
補正

71 除染対策事業

（１）市町村除染対策支援事業
除染実施計画に基づき市町村が実施する民
家、公共施設、道路、農地や森林（生活圏）
の除染及び仮置場設置等に係る経費を交付
する。
（２）除染対策推進事業
市町村の除染実施計画に基づき、県管理施
設の除染を行う。 15,325,424

（１）市町村に対する支援等
　・除染対策事業交付金交付要綱（12/9制定、
1/13一部改正※道路、農地、森林［生活圏］、公共
施設等を追加、3/23一部改正※除染メニューの追
加）
　・除染計画を策定した33市町村のうち27市町村
が交付申請
　・市町村除染計画策定マニュアル（H23.12.9公
表）
　・公募型随意契約の手続例（H23.12.28公表）
　・除染業務に係る技術指針（H24.1.31公表）
（２）県管理施設の除染（平成23年度実施）
　・南相馬市 ： テクノアカデミー浜、県立小高工業
高校

生
環

12月
補正
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）

事業の進捗状況 部
局

予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.3.31

72
線量低減化活動支援事
業

通学路、側溝、公園などの子どもの生活空間
における放射線量の調査及び清掃、草刈り
などの放射線量の低減化を図る活動を行う
団体等に対して補助をする。
（ふくしまの子どもを守る緊急プロジェクト事
業）

2,052,682

平成２３年度　交付申請実績３，１０７団体（４４市
町村）

生
環

6月
補正
2月
補正

73 除染業務講習会

県内の除染業務に従事される方を対象に、
作業を適切かつ安全に行うための基礎的な
知識・技能習得を目的とした講習会を開催す
る。

－

１５回開催　受講者３，３７３名
　平成23年度第Ⅰ期
　　10月～11月　県北、県中
　　５回開催：受講者５００名
　平成23年度第Ⅱ期
　　11月～12月　県中、会津、相双、いわき
　　５回開催：受講者６０８名
　平成23年度第Ⅲ期
　　１月～３月　県北、県中、会津、相双、いわき
　　５回開催：受講者２，２６５名

生
環

－

74 放射線・除染講習会

放射線や除染の知識を持つ人材を確保し、
放射線に関する正しい理解や、生活圏の除
染を推進するため、地域で放射線測定や除
染活動を実施する団体のリーダー等を対象
に、放射線・除染講習会を実施する。

－

３２回開催　受講者２，０６５名
１　開催日程
　１月　1/14～1/29　中通り
　　１３回開催：受講者１，０５０名
　２月　2/7～2/28　中通り、会津
　　８回開催：受講者４３４名
　３月　3/1～3/30　会津、相双、中通り
　　１１回開催：受講者５８１名
２　対象者
　　地域で放射線測定や除染活動を実施する団体
 のリーダー等（町内会、PTA、消防団等）

生
環

－
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）

事業の進捗状況 部
局

予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.3.31

75 除染情報プラザ

地域における除染を効率的かつ効果的に進
めるため、除染に関する情報拠点となる除染
情報プラザを設置し、放射線に関する専門知
識を有する専門家やボランティアの参画を促
進するなど、市町村や県民の除染ニーズに
即応できる体制を整える。

－

24.1.20　除染情報プラザ開設
24.1.21　プラザ開設記念シンポジウムを開催
24.2.25　展示閲覧スペースを公開
業務内容
（１）除染専門家の派遣
　市町村等からのニーズに応じて専門家（登録数
約150名）を適時適切に派遣する。
（２）ボランティアの派遣
　市町村等からのニーズに基づいて、ボランティア
を効率・効果的に派遣を行う。
　・除染専門ボランティア登録数  約240名
　・一般ボランティア登録数         約1,036名
（３）除染情報の発信
　除染に関する様々な情報収集と発信を行う。
※情報除染プラザを活用したボランティア活動の
加速化“ふくしまからはじめよう。”共に取り組む環
境回復プロジェクト（第１回）  日時：4月7日，14日
（土）10:30～15:00  場所：福島市　弁天山公園

生
環

－

76
環境創造戦略拠点基本
構想策定事業

放射性物質で汚染された環境の回復に向け
て、幅広い知見を集めた研究拠点を整備す
るための基本構想を策定する。 15,391

H24.2.8　第１回環境創造戦略拠点基本構想検討
委員会を開催　※作業部会として、環境回復部会
（3/18第１回開催）と農林水産再生研究部会（3/23
第１回開催）を設置。

生
環

12月
補正

77
地球にやさしい事業活
動支援事業

省エネ改修の補助において、東日本大震災
の被災事業者を優先して採択した。

94,421

採択・交付決定　23件　99,749千円
○うち、被災事業者
採択・交付決定　13件　48,624千円
○事業完了　22件　94,421千円
（事業廃止１件　1,733千円）

生
環

23
当初
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）

事業の進捗状況 部
局

予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.3.31

78
福祉ボランティア活動強
化支援事業

地域福祉推進のため「県ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｾﾝﾀｰ」の
経費を補助し、地域住民の地域福祉活動へ
の積極的な参加を促進する環境づくりを行
う。

7,995

3/14県災害ボランティアセンター立ち上げ。市町村
災害ボランティアセンターの支援、コーディネー
ター派遣。ボランティアの延べ活動者数：14万人

保
福

23
当初

79 義援金の配分

国内外から寄せられた義援金を被災者へ配
分する。

0

第1次配分について、配分基準を定め、市町村より
配分をしている。第2次配分については、県から市
町村に随時送金し配分を進めている。

保
福

－

80
生活福祉資金貸付等補
助事業

・生活福祉資金貸付事業の実施に当たり必
要となる貸付原資を（社福）福島県社会福祉
協議会に補助する。

・生活福祉資金貸付事業の実施に当たり必
要となる事務経費の一部及び低所得世帯の
相談支援や自立支援に当たる相談員の配置
経費に対し（社福）福島県社会福祉協議会に
補助する。

18,916,744

・生活福祉資金（緊急小口資金）特例貸付
　　 実施期間　3/28～5/13
　　 貸付決定実績
　　　　25,016件　3,543,670千円（確定値）
・生活福祉資金（生活復興支援資金）特例貸付
　　7/25～相談受付開始
　　貸付決定実績（H23.7.25～H24.3.2）
　　　　26件　　18,606千円
・生活福祉資金（総合支援資金等）貸付
　　 貸付決定実績（4～1月分）
　　　　726件　311,952千円
・事務経費、相談員配置経費補助
　　 8/26交付済

保
福

22
年度
5号
補正
(専決)

23
当初
１号
補正
(専決)
5月
補正
6月
補正
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）

事業の進捗状況 部
局

予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.3.31

81
社会福祉施設災害復旧
事業

老人福祉施設等の復旧、自家発電装置の整
備、救護施設の仮設施設の建設に要する費
用を助成。

1,265,634

・老人福祉施設等
（施設災害復旧）
   89件内示・交付決定済み。今後順次支払い予
定。
（事業所等復旧）
　 法人へ交付決定済み・65件順次支払い中
（自家発電装置）
　 法人へ交付決定済み・49件順次支払い中

・救護施設
　 救護施設（１施設）の仮設施設が２月末に完成
し、３月１日から生活開始。

保
福

5月
補正
6月
補正
9月
補正
12月
補正

82
高齢者等サポート拠点
整備事業

仮設住宅等で生活する高齢者等を支援する
ため介護等のサポート拠点を整備する。
(２１か所）

1,517,228

21か所完成済み。
20か所開所。

保
福

5月
補正
6月
補正
9月
補正
12月
補正

83
相談支援専門職チーム
派遣事業

介護支援専門員等による専門職チームを派
遣し、相談支援、介護認定調査等への支援
を行う。

21,700

要介護認定調査支援　404件

相談支援活動
　 支援対象者数4,242人
　 活動回数　168回
　 相談支援活動者数819人

保
福

5月
補正

84
相談支援充実・強化事
業

仮設住宅等における障がい者（児）への訪問
による状況把握 14,032

相談支援事業所に業務を委託し、郡山市を拠点に
事業実施

保
福

5月
補正

85
児童福祉施設災害復旧
事業

児童養護施設の復旧等（6施設）
11,250

国の机上査定終了（12月）し、国へ交付申請済み
（2月）。

保
福

5月
補正
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）

事業の進捗状況 部
局

予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.3.31

86
児童福祉施設災害復旧
事業

保育所の復旧等（54施設）

173,356

国へ協議申請済。
全ての施設について国の机上査定実施済。
市町村等に対し交付決定済。 保

福

5月
補正
6月
補正
12月
補正

87
児童福祉施設表土改善
等事業

903,744

88
障害児施設等表土改善
等事業

211,456

89
県立障がい者福祉施設
管理運営委託事業

県立障がい者施設の災害復旧を行う（７施設
対象） 63,202

社会福祉施設等災害復旧費国庫補助金の机上査
定終了。
３施設竣工、４施設繰越対応

保
福

6月
補正

90
被災地における障害福
祉サービス基盤整備事
業

東日本大震災後の障害福祉サービスに係る
新たな課題に対応する。

28,708

いわき市内の社会福祉法人を拠点にコーディネー
ターを配置し、各圏域の社会資源調査に基づき、
障害福祉サービス事業所に対する支援を実施中。

保
福

12月
補正

91
社会福祉施設等耐震化
等臨時特例基金事業

社会福祉施設の改築を行う（１施設）
159,661

対象法人に対し交付決定済み（１１月）
１月着工、6月末完了予定

保
福

6月
補正

92
点字図書館の管理運営
経費

点字図書館の災害復旧を行う
1,260

社会福祉施設等災害復旧費国庫補助金の机上査
定終了。工事請負契約済み。1月着工、3月完成。

保
福

6月
補正

93
障がい者福祉施設費経
常経費（運営経費）

障がい者総合福祉センター仮設事務所設置
経費 4,629

事務所機能移転終了（8月1日業務開始） 保
福

6月
補正

児童福祉施設等の園庭の表土改善、園舎等
の洗浄等の対策を講ずることにより園児等が
受ける放射線量の低減を図る。

市町村等に対し交付決定済み。
線量モニタリング事業については3月末で終了。

保
福

3号
補正
(専決)
6月
補正
9月
補正
12月
補正
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）

事業の進捗状況 部
局

予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.3.31

94
障がい福祉施設災害復
旧事業費

障害者支援施設、知的障害者更生施設等の
災害復旧を行う（１３施設対象）

67,491

机上査定終了。
対象設置主体に交付決定済み(3月)。
繰越対応１施設を除く全施設工事完了。 保

福

5月
補正
6月
補正
9月
補正

95 子どもの発達支援事業

被災した障がい児に対する医療支援及び相
談・援助

32,081

・医療支援事業を総合療育センターに児童精神科
医の派遣を受けて実施中。
・相談・援助事業は障がい児支援の専門家団体２
か所に委託し、会津若松市、相馬市を拠点に事業
実施中。

保
福

6月
補正

96
被災者の心のケア支援
事業

被災者の心のケア活動に必要な物資の調達
4,324

活動に必要な物資の調達済み.。 保
福

6月
補正

97
自殺対策緊急強化基金
事業

震災等により不安を抱える県民の自殺防止
のため、自殺の兆候の知識や相談窓口情報
を全戸配布するほか、市町村が心のケア対
策を行うための事業を助成する。

19,158

・自殺の兆候の知識や相談窓口の情報が掲載さ
れたチラシの配布済み.。
・市町村への助成は４ヶ所へ追加配分する予定。

保
福

12月
補正

98 被災者の心のケア事業

被災者に対する地域精神保健活動のための
専門職を中長期的に雇用し、ケアの拠点とな
る心のケアセンターを開設する。

28,867

ふくしま心のケアセンター開設（2月1日）。委託先
は福島県精神保健福祉協会。方部センターの開
設に向けて準備中。

保
福

12月
補正

99
精神科診療拠点緊急整
備支援事業

東日本大震災及び原子力災害の影響で、相
双地域の精神科病院５病院の診療機能が大
幅に低下しており、精神科診療体制の整備
が急務であることから、相双地域において、
精神科クリニックを新たに開設する場合、必
要な往診用車両、ベッド等備品の購入経費を
補助する。

13,111

対象者に交付決定済み。（１月）

保
福

12月
補正
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）

事業の進捗状況 部
局

予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.3.31

100
精神科病院施設等災害
復旧事業

精神科病院の復旧

1,535

保健衛生施設等災害復旧費国庫補助協議書を国
へ提出。国の査定交付決定。県も交付決定済み.。 保

福

6月
補正
9月
補正

101 被災妊産婦支援事業
被災妊産婦等に対して、家庭訪問により心身
のケアを行う 4,033

家庭訪問件数（８月～12月分）
      156 件

保
福

6月
補正

102
被災乳幼児と家族の心
のケア事業

市町村が行う乳幼児健診等に心理士等の専
門家を派遣し、被災した乳幼児と保護者の心
の安定を図る。 14,098

・心理士等の専門家派遣依頼のあった市町村数
　　　　　　（平成２４年１月末現在）　：　２２市町村
　　　　　　　　　　　　　　　　相談件数：１，１０２件
・子どもの心の健康普及を図るためリーフレットを
作成し、市町村を通じて対象者へ配付。

保
福

9月
補正

103 子どもの心のケア事業

東日本大震災及び原子力災害により被災し
た児童及びその保護者、支援者 （保育士、教
員等）等に対する各種支援活動の充実と、各
活動間のより一層の連携を図るため、児童相
談所の専門的相談・支援体制を強化し、支援
が必要であると判断されたケース等に対する
長期的、継続的なケアを行う。
また、外部から専門家の派遣を受け、保護者
や保育士等を対象とした研修会等の開催な
どを通して、よりきめ細かな取組みを行う。

60,296

・専門的、継続的な支援を必要とする児童や家庭
への訪問指導や電話相談の実施
　　３月１１日～１２月末までの震災関連相談件数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：２６０件
　　うち、電話相談室への相談件数：１１０件
・保護者、支援者（保育士、教員等）及び市町村職
員等に対する研修会の開催
　　各児童相談所ごとに開催（計６回実施済）
　　県外（山形県で1回実施）
・震災孤児・遺児への支援
・各種支援情報の提供
　　パンフレット作成　　２５０，０００部
　　配布先：震災孤児・遺児の家庭、市町村、
　　小中学校、幼稚園、保育園等

保
福

9月
補正

104
福島県東日本大震災被
災児童支援基金事業

震災孤児・遺児等に対する各種民間団体及
び個人からの寄附「東日本大震災ふくしまこ
ども寄附金」を原資として創設する「福島県東
日本大震災被災児童支援基金」を活用し、東
日本大震災により孤児・遺児となった児童の
生活及び修学を支援する。

70,190

給付金交付要綱を制定、配布。対象者からの申請
を受け付け、審査中。

保
福

12月
補正
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）

事業の進捗状況 部
局

予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.3.31

105
震災遺児等家庭相談支
援事業

震災遺児等の多くが安定的な収入の確保の
方法や今後の生活・教育資金など生活全般
について見通しの立たない、大変厳しい状況
にあることから、重要な生活基盤となる、遺族
基礎年金、遺族厚生年金、労災遺族補償年
金等に関する、専門的な相談・援助を行う。

8,052

対象者全員に意向調査を実施し、希望者全員に
対して訪問相談を実施。支援を必要とする対象者
の年金請求手続代行業務を行い、全ての業務が
終了。
（63名に対する年金等社会保険に関する相談支
援、12名に対する請求手続援助）

保
福

9月
補正

106
ひとり親家庭在宅就業
支援事業「被災ひとり親
家庭生活再建支援枠」

東日本大震災及び原子力発電所事故により
被災したり避難しているひとり親家庭につい
ては、その多くが生活基盤を失われ、今後の
生活・教育資金など生活全般について見通し
の立たない、大変厳しい状況にある。
　このような被災したひとり親家庭の生活再
建を支援するため、現在展開中である在宅就
業支援事業に「被災ひとり親家庭生活再建支
援枠」を追加し、仕事と子育ての両立と生活
再建の促進を図る。

96,880

参加者募集・事業説明会が11/20で終了（募集定
員１５０人に対し３倍の462人が応募）
応募者多数のため参加定員を１６４名に増やして１
２月から基礎研修実施。
3月23日に研修終了。 保

福
9月
補正

107
夏季の電力需給対策に
伴う休日保育特別事業
(認可保育所)

電力需給対策に伴う就業時間等の変更に対
応するための休日保育を行う保育所に対す
る補助

2,193

該当市町に対し、交付決定済み.。
保
福

9月
補正

108

夏季の電力需給対策に
伴う特別事業（児童の
居場所づくりのための
特別事業）

電力需給対策に伴う就業時間等の変更に対
応するための特別事業を行う施設に対する
補助 494

12/27　該当市に対し交付決定
1/27　成果確認・額の確定
2/23　補助金支払済

保
福

9月
補正
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）

事業の進捗状況 部
局

予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.3.31

109
仮設住宅等に住む未就
学児を対象とした保育
事業

避難元である浜通り地区市町村が職員を配
置のうえ、仮設住宅区域内の集会施設若しく
は近隣の賃貸物件等を利用し、仮設住宅等
に避難している未就学児を対象とした臨時の
保育活動(保育所による保育は対象外)を行う
場合に、開始にあたり初期整備として必要な
物品等の購入費用について補助する。また、
賃貸物件を使用する場合に当たっては、その
月額家賃について別途補助する。

7,500

該当町村に対し交付決定

保
福

9月
補正

110 保育料等減免事業

東日本大震災に伴い、前年度と比較し収入
が減少する等の事情により、被災者の所得
状況に応じた保育料の階層変更を行った場
合のその減収補填分、又は家屋の全壊、半
壊等の被災状況に応じて市町村が独自に保
育料の減免を行った分についての支援を行
う。

563,340

該当市町村に対し交付決定済み。

保
福

12月
補正

111
子育て支援事業設備等
復旧支援事業

東日本大震災により、被災した放課後児童健
全育成事業実施施設及び児童福祉施設等に
について、当該事業の復旧に要する費用の
一部を補助する。

324,820

・該当市町村に対し交付決定済み。

保
福

9月
補正
12月
補正

112
障がい福祉施設（設備）
災害復旧事業費

被災事業所等の事業再開に当たって、設備
等の復旧に係る費用を補助する。 67,385

該当事業所に対し、順次交付決定 保
福

9月
補正

113
障がい者福祉施設等自
家発電装置整備事業

非常用の自家発電装置の設置費用に対する
補助を行う。 6,840

該当事業所に対し、平成23年12月2日交付決定 保
福

1ds

114 アウトリーチ推進事業

相双地域の精神科病院の診療機能が大幅に
低下しているため、医師、看護師、精神保健
福祉士等の多職種チームによる訪問支援体
制を構築する。

28,532

12月15日から事業実施。

保
福

9月
補正
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）

事業の進捗状況 部
局

予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.3.31

115 県民健康管理事業

県民の将来にわたる健康管理のための事業
の実施
・基本調査（被ばく線量の推計評価）、詳細調
査（甲状腺検査、健康診査、こころの健康度
等に関する調査など）

・ホールボディカウンター購入、医療機関・研
究機関等への内部被ばく検査委託

3,193,775

・検討委員会の開催
・基本調査の先行的開始
・８月下旬～　基本調査の本格的開始
　（調査票ほぼ発送済み／回収率21.8％（3/22現
在））
・10月9日　詳細調査（甲状腺検査）を開始
　 （3/2現在32,511名検査済み）

・５台納品　浜通り及び中通り方部において検査実
施中
・31,287人検査済み（3/30現在）

保
福

6月
補正
9月
補正

116 県民健康管理支援事業

子どもや妊婦に対する個人線量計や地域で
活用するサーベイメーターを整備する市町村
に補助を行う 3,340,369

7/25  　 市町村に事業実施通知
10/18　 補助金の交付決定
2/3 　　 補助金の変更交付決定
2/29　　一部概算払い
3/17　　補助金の変更交付決定(2回目)

保
福

6月
補正

117 仮設診療所等整備事業

仮設診療所及び仮設歯科診療所の設置

113,739

・浪江町国民健康保険津島診療所(二本松市に設
置)
　　　9月15日より診療開始
・富岡町大玉仮設診療所(大玉村に設置)
　　　10月3日より診療開始
・川内村国民健康保険仮設診療所(郡山市に設置)
　　　10月3日より診療開始
・健歯科クリニック(新地町に設置)
　　　10月12日より診療開始

保
福

6月
補正

118 ナースセンター事業
避難所等巡回による被災した看護職者の就
業相談等 5,175

県看護協会に委託し、巡回相談実施中
　2/29現在　のべ55か所巡回　相談件数48件 保

福
5月
補正
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）

事業の進捗状況 部
局

予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.3.31

119
医療従事者修学資金貸
与事業

看護師等養成施設に在学している被災者に
対する特別貸与

29,040

・１次募集終了（8/5）　、選考会（9/13）、貸与決定
（10/5）、貸与開始（10/31）
・２次募集終了（11/30）、貸与決定（1/19）、貸与開
始（1/31）
特別貸与　８名（１次 ６名、２次 ２名）

保
福

6月
補正

災害により離職した医療従事者の流出防止
や医療提供体制の回復のため、医療機関等
が実施する事業に補助を行う。 456,887

交付決定45件（緊急医療体制強化事業）、1件（仮
設診療所運営費助成事業）、5件（医療人材確保
緊急支援事業）、1件（災害医療研修事業）、7件
（災害医療人材育成セミナー事業）

保
福

9月
補正

緊急時避難準備区域に指定されていた区域
内の医療機関に対し運転資金を融資する。 1,750,000

募集終了
貸付実行3件

保
福

12月
補正

121
病院・診療所等災害復
旧事業（地域医療再生
基金事業）

国庫補助の対象外である病院、医科及び歯
科診療所、薬局の災害復旧に要する工事費
等の一部を補助する。

697,234

交付決定7件(病院)、51件（医科診療所）、49件（歯
科診療所）、19件（薬局） 保

福
9月
補正

122
放射線相談外来設置支
援事業（地域医療再生
基金事業）

放射線に関する相談外来を設置する医療機
関に必要軽費を補助する。 28,350

交付決定2件
保
福

12月
補正

123
看護関係施設災害復旧
事業

看護師等養成所の復旧（９施設対象）
0

（※国直接補助）
　全施設交付決定済（9,967千円）

保
福

－

124
看護職就業支援情報
メールサービス事業

県内医療機関の求人情報、住まいや子育て
に関する情報等を盛り込んだ携帯サイトを構
築し、情報の発信を行う。

1,523

就業支援サイト及びメール配信システム「ふくしま
看護職ナビ」構築 保

福
12月
補正

125
看護職等緊急確保対策
事業

首都圏の看護学生等を対象とした就職フェア
及び病院見学会を開催し、県内看護職員の
確保を図る。

7,027

3/17　就職フェア開催（東京都港区）
3/28～30　病院見学バスツアー開催 保

福
12月
補正

120
ふくしま医療人材確保
事業

24



No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）

事業の進捗状況 部
局

予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.3.31

126
被災学生に対するカウ
ンセリング事業

公立双葉准看護学院から県外養成所へ転入
した学生に対して、臨床心理士によるカウン
セリングを行うことにより修学継続を支援す
る。

517

7養成所14名実施

保
福

12月
補正

127
被災者健康サポート事
業

仮設住宅等の被災者を対象に、健康状態の
把握や二次的健康問題、感染症予防などの
保健指導、受診指導、並びに調理実習や栄
養相談等を行うことにより、健康状態の悪化
予防や健康不安の解消、住民同士の交流を
図るとともに、それらを実現させるための市町
村及び保健福祉事務所の実施体制を整備す
る。

47,390

・保健師、看護師、栄養士等保健医療専門職によ
る避難所・仮設住宅等での健康支援活動を継続し
て実施中。

・県看護協会に委託し、新たに被災者健康支援活
動に従事する保健医療専門職を募集・雇用し、被
災市町村での健康支援業務等を支援している。

保
福

12月
補正

128
県民健康管理拠点基本
構想策定事業

放射線健康障害の早期診断・最先端治療拠
点に係る基本構想を策定する。

40,233
（債務負担行

為）

3月29日　基本構想策定事務公募型　プロポーザ
ル広告 保

福
12月
補正

129
普通公衆浴場施設整備
事業

震災により被害を受けた公衆浴場の施設設
備の復旧等に対する助成 2,792

事業完了
保
福

6月
補正

東日本大震災及び福島第一原発事故に関連
し、市町村等が飲料水の放射性物質モニタリ
ング検査用機器を設置する場合に要する経
費に対して補助する。

5,000

事業完了

保
福

9月
補正

緊急時避難準備区域等における住民帰還後
の復興支援の一環として、当該区域内の飲
料水の安全性を確認するため、新たにゲル
マニウム半導体検出装置を配備し、放射性
物質の定期的なモニタリング検査を実施す
る。

48,085

事業完了
装置配備３月１４日、検査開始３月１９日

保
福

12月
補正

130 水道水質安全確保事業
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）

事業の進捗状況 部
局

予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.3.31

131
太陽の国管理センター
等災害復旧事業

福島県総合社会福祉施設太陽の国の「太陽
の国病院」等の復旧

64,420

設計委託　完了

工事　１月５日付け契約
　　　　工期６月２９日

保
福

6月
補正
9月
補正

132
県有保健福祉施設等災
害復旧事業

県有保健福祉施設等の建物及び設備の復
旧工事等 36,368

完了　９公所
繰越　２公所 保

福

6月
補正
9月
補正

133
空き工場・空き店舗等
による事業再開支援事
業

東日本大震災及び原子力発電所事故により
被災した中小企業等が、空き工場等を借りて
事業を再開・継続する際に要する経費に対し
て補助する。

申請件数731件、2,410,444千円
うち交付決定701件、2,216,096千円
(3月31日現在)

商
労

・
観
光

5月
補正
9月
臨時
12月
補正
2月
補正

134
工場・店舗等再生支援
事業

東日本大震災及び原子力発電所事故により
被災した中小企業等が、工場等を建て替え・
修繕して事業を再開・継続する際に要する経
費に対して補助する。

申請件数1,286件、5,500,666千円
うち交付決定等954件、3,626,592千円
(3月31日現在)

商
労

・
観
光

5月
補正
9月
臨時
12月
補正
2月
補正

135 産業復興支援事業

東日本大震災及び原子力発電所事故により
被災した中小企業等(従業員数100人以上の
大規模な製造業者)が、工場等を建て替え・
修繕して事業を再開・継続する際に要する経
費に対して補助する。

申請件数3件、916,521千円
うち交付決定等1件、52,145千円
(3月31日現在)

商
労

5月
補正
9月
臨時
12月
補正
2月
補正

72億円(うち
債務負担行
為13億円)
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）

事業の進捗状況 部
局

予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.3.31

136
中小企業等グループ施
設等復旧整備補助事業

東日本大震災及び原子力発電所事故により
被災した中小企業等が、グループとして一体
となって復旧・復興事業を行う場合に、当該
事業に不可欠な施設・設備の復旧・整備に要
する経費の一部を補助する。

39,537,000

1次募集：申請件数79グループ、393億円→認定件
数15グループ、103億円
2次募集：申請件数63グループ、309億円　→認定
件数43グループ、180億円
3次募集：申請件数93グループ、346億円→認定件
数28グループ、106億円　(3月31日現在）

商
労

9月
臨時
12月
補正
2月
補正

137
ものづくり復興支援事
業

東日本大震災及び原子力発電所事故により
被災した中小企業に対して技術的助言やサ
ポートを行う。

4,002

巡回支援576件(3月31日現在)
商
労

6月
補正

138 中小企業復興支援事業

東日本大震災及び原子力発電所事故による
被害を受けた中小企業の販路開拓の支援を
行う。 22,063

県指定展示会交付決定件数7件、その他の展示会
交付決定件数52件(3月31日現在) 商

労

6月
補正
2月
補正

139
ものづくり企業支援設
備復旧事業

東日本大震災により破損したハイテクプラザ
の設備等の点検調整、修繕等を行う。

64,423

事業完了(点検調整37点、修繕29点)
機器１台更新済み 商

労

6月
補正
2月
補正

140
経営・金融・労働に関す
る相談窓口の設置

県内中小企業等の方からの相談に応じるた
めの窓口を設置。 2,408

相談件数3,369件(3月31日現在)
商
労

23
当初

141
中小企業者復興支援事
業

緊急雇用創出基金を活用し、商工会、商工
会連合会及び商工会議所に経営指導員を補
助する復興支援員を配置し、震災復興に向
けた国・県等の支援策の活用を図りながら、
中小企業の事業継続・再開に向けた経営指
導を強化する。

455,583

復興支援員115名採用(3月31日現在)

商
労

5月
補正
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）

事業の進捗状況 部
局

予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.3.31

142
特定地域中小企業特別
資金

原子力発電所事故により被災区域から県内
移転を余儀なくされた中小企業等を対象とし
た事業資金、及び緊急時避難準備区域等が
解除された地域で事業継続・再開に必要な事
業資金について、（公財）福島県産業振興セ
ンターを通じて貸し付けを行う。（事業規模：
421億円）

42,100,000

申請件数631件、承認件数536件、承認金額10,082
百万円(3月31日現在)

商
労

5月
補正

143
中小企業高度化資金貸
付金（災害復旧貸付）

既往の高度化資金貸付けを受けた事業用施
設が被災した組合等に対し施設復旧等に必
要な資金を貸し付ける。 313,271

貸付決定件数9件 188,952千円(3月31日現在)

商
労

5月
補正

144 ふくしま復興特別資金

東日本大震災及び原子力発電所事故によ
り、事業活動に影響を受けた中小企業者を金
融面から支援する。（融資枠：1,900億円）

47,500,000

保証承諾件数10,430件 183,068百万円 (3月31日
現在)

商
労

23当初
6月補正
9月臨時

145 震災対策特別資金

東日本大震災及び原子力発電所事故によ
り、事業活動に影響を受けた中小企業者を金
融面から支援する。（融資枠：500億円）

12,500,000

保証承諾件数2,603件 50,521百万円 (3月31日現
在) 商

労

23当初
6月補

正

146 経営安定特別資金

厳しい経済情勢の影響を受けている県内中
小企業者に対して、低金利、低保証料、信用
保証協会100%保証の資金を提供し、金融面
から支援する。（融資枠：180億円）

6,000,000

保証承諾件数242件　2,955百万円(3月31日現在)

商
労

23
当初
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）

事業の進捗状況 部
局

予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.3.31

147
震災対策特別資金・ふく
しま復興特別資金利子
補給事業

東日本大震災及び原子力発電所事故により
被災した中小企業者が「震災対策特別資金」
や新たに創設した「ふくしま復興特別資金」を
借り入れる場合、３年間、実質的に無利子と
なるよう利子補給を行う。

1,976,335

支払額 1,174百万円

商
労

5月
補正
12月
補正

148
被災中小企業施設・設
備整備支援事業貸付金

東日本大震災により被害を受けた中小企業
者等が施設・設備の整備を行う場合に、（公
財）福島県産業振興センターを通じて長期・
無利子の融資を行う。

7,784,000

申請件数39件 1,636百万円、決定件数24件 1,261
百万円(3月31日現在) 商

労
9月
臨時

149
中小企業組合等生産・
販売施設等復旧支援事
業

東日本大震災により被災した中小企業組合
等が、事業を再開・継続する際に要する生
産・販売施設等の復旧に要する経費に対して
補助する。

262,943

決定件数7件 184,222千円(3月31日現在)

商
労

6月
補正

150
残留放射線に関する相
談窓口の設置事業

工業製品の残留放射線に関する相談に応じ
るための相談窓口をハイテクプラザに開設。 0

相談件数5,089件（3月31日現在）
商
労

－

151 加工食品の放射能測定

放射線関連の風評被害に対応するため、県
内事業所から出荷される加工食品について、
ハイテクプラザにおいて放射能測定を行う。

60,592

相談件数1,498件、検査件数1,208件（3月31日現
在） 商

労
6月
補正

152
加工食品に係る非放射
能汚染に関する奥書対
応

外部（民間）検査機関が発行した放射線検査
成績書に対し、ハイテクプラザ所長名での奥
書を行う。

0

奥書実施件数109件（3月31日現在）
商
労

－

153
残留放射線量測定器導
入整備事業

　原子力発電所事故により放射能汚染の恐
れや風評被害のある工業製品等の残留放射
線測定を行うため、放射線測定器を整備す
る。
　併せて、各地方振興局にも測定器を配置
し、県内企業等への貸し出しを行う。

17,955

工業製品用測定器40台購入
ハイテクプラザの測定件数、1,301社(3月31日現
在)
各地方振興局の貸出件数、1,870件（3月31日現
在）

商
労

23
当初

29



No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）

事業の進捗状況 部
局

予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.3.31

154 緊急雇用創出基金事業

緊急雇用創出基金事業の本年度当初予算を
もとに、市町村の行政機能回復のための雇
用や県の震災対応業務への緊急雇用などに
より、被災者等を対象に約3,000人の雇用創
出を図る。

5,260,000

雇用実績人数3,891人(3月31日集計分)

商
労

23
当初

155 緊急雇用創出基金事業

東日本大震災及び原子力発電所事故による
被災者等を対象に「産業の復旧・復興」等を
テーマとして雇用を創出するとともに、助成金
事業等を活用して安定的な雇用の創出を図
る。(雇用目標人数9,800人)

14,440,000

雇用実績人数9,444人(3月31日集計分)

商
労

5月
補正
9月
補正
12月
補正

156
ふるさとふくしま巡回就
職相談事業

ふるさと雇用再生特別基金を活用し、被災者
等が自立した生活を取り戻すことを支援する
ため県内外の避難所や仮設住宅等を巡回
し、きめ細かな就職相談や職業紹介を実施
する。

71,124

8月1日、ふるさとふくしま巡回就職相談ステーショ
ンによる相談業務開始。
3月31日現在、巡回相談数2,261回、相談件数
4,683件

商
労

6月
補正

157
被災離職者等職業訓練
手当事業

被災離職者等が就業に必要な技能及び知識
の習得を図るため、訓練手当を支給する。 11,700

6月17日、申請受付開始(平成24年3月23日訓練開
始分まで)
支給決定15人（3月31日現在）

商
労

5月
補正
2月

158
離職者等再就職訓練事
業

被災離職者等の就職活動に資するため、機
動的に職業訓練を実施する。 10,097

受講者181名、うち修了者181名
（3月31日現在）

商
労

5月
補正

159
県有施設設備修繕・復
旧事業(テクノアカデミー
機器整備)

東日本大震災により被害を受けたテクノアカ
デミーの機器で早急に必要な機器を整備す
る。

3,866

訓練機器47台更新済
商
労

5月
補正
2月
補正

160
テクノアカデミーの施設
の改修等事業

東日本大震災により被害を受けたテクノアカ
デミーの建物修繕設計委託、機器修繕、浜校
の機能移転に伴う補助等を行う。

5,959

郡山校修繕設計完了
訓練機器1台修繕済
扶助費2名支給決定済

商
労

6月
補正
2月
補正
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）

事業の進捗状況 部
局

予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.3.31

161
テクノアカデミーの施設
の改修等事業

東日本大震災により被害を受けたテクノアカ
デミーの建物修繕、機器修繕・更新を行う。

59,929

浜校修繕完了
訓練機器2台更新済、63台修繕済
郡山校修繕開始、事業繰越

商
労

9月
補正
2月
補正

162
テクノアカデミーの施設
の改修等事業

東日本大震災により被害を受けたテクノアカ
デミー浜の建築設備の修繕を行う。 2,342

修繕完了 商
労

12月
補正

163
福島県認定職業訓練施
設整備費補助金

東日本大震災により被害を受けた認定職業
訓練施設の復旧を支援するため施設整備費
の補助を行う。

24,614

事業完了(1件)
商
労

6月
補正
2月
補正

164
ものづくり支援センター
修繕等事業

東日本大震災により被害を受けたものづくり
支援センターの建物修繕等を行う。 20,906

実施設計完了
建築設備修繕完了

商
労

6月
補正
9月

165

観光誘客特別対策事業
（磐梯吾妻観光有料道
路３ライン無料開放事
業）

東日本大震災及び原子力発電所事故に伴う
風評を払拭し、復興に向け観光誘客を図るた
め、県道路公社に補助金を交付し、県内の3
観光有料道路を無料開放する。

200,000

無料開放期間　7月16日～11月15日の4ヶ月間の
通行実績は442,964台(前年度実績の約2倍)

観
光

6月
補正

166
ありがとうキャンペーン
事業

本県を応援する多くの方々に感謝の気持ちを
表すとともに、本県への誘客を図るため,宿泊
者、福島空港定期便利用者に対する県産品
などのプレゼント企画を実施する。

116,632

2/1～3/31までの県産品プレゼント応募実績
約50,000件

観
光

12月
補正

167
スキーエリア誘客緊急
対策事業

スキー人口増加の鍵を握る20～22歳を対象
にリフト代の無料化を行うスキー場に対し,費
用の一部を補助する。

44,232

12/28～3/31までの無料化利用実績
約56,000人 観

光
12月
補正
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）

事業の進捗状況 部
局

予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.3.31

168
県内周遊宝探しイベント
事業

温泉地への観光誘客と周遊を図るため、県
内７つの温泉地で宝探しイベントを開催する。 21,000

3/3～3/31までの宝箱発見者数
19,031人

観
光

12月
補正

169

産業交流館運営事業
(ビッグパレットふくしま
の修繕)

東日本大震災により被害を受けた産業交流
館の建物・設備等の復旧工事を行う。

1,400,664

土木部へ営繕工事委託、3工区に分けて発注。A
工区2月7日契約、B工区3月9日契約、C工区4月契
約予定 観

光

6月
補正
9月
補正
2月
補正

170

県産品応援キャンペー
ン

原子力発電所事故に伴い生じた本県に対す
る風評被害の払拭と県産品の取引回復・拡
大を図るため、各種キャンペーンやＰＲ活動
に取り組む。

78,773

「がんばろう ふくしま！」運動首都圏スタートイベン
ト(5/13-15、池袋)ほか、174件実施(3月31日現在)

観
光

23
当初

171

観光誘客特別対策事業
(がんばろうふくしま!県
産品緊急発信事業)

県内事業者が、首都圏等の県外で開催され
る復興応援イベントに出展する場合に、出展
経費の助成を行う。

18,431

助成件数242件(募集終了)
観
光

6月
補正

172

加工食品に関する放射
線検査

各府県の協力の下、県産加工食品について
放射能検査受検を支援し､風評被害の早急
な低減に資する。

0

無料検査実施済数1,976検体(3月31日現在)
観
光

－

173
耕地災害復旧事業（県
営・現年災）

排水機場のポンプ施設等の応急工事等（１９
地区） 691,000

応急復旧工事完了１９地区。
農
林

5月
補正

174
耕地災害復旧事業（県
営・現年災）

排水機場のポンプ施設等の復旧（５５地区）

7,448,360

査定完了５５地区６１箇所。着手済４３地区４９箇
所。（着手済には応急復旧工事含む）
（査定完了。着手済は3月31日現在）

農
林

12月
補正
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）

事業の進捗状況 部
局

予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.3.31

175 災害関連事業（団体営）

農業集落排水施設等の復旧（８５地区）

4,950,350

査定完了８５地区１１７箇所。着手済８０地区９６箇
所。（着手済には応急復旧工事含む）
（査定完了。着手済は3月31日現在）

農
林

12月
補正

176
海岸災害復旧事業（県
営・現年災）

海岸保全施設の復旧（６地区）

2,120,619

査定完了６地区１３箇所。着手済６地区１１箇所。
（着手済には応急復旧工事含む）
（査定完了。着手済は3月31日現在）

農
林

6月
補正

177
耕地災害復旧事業（団
体営・現年災）

農地・農業用施設等の復旧(1,749地区）

11,507,782

査定完了１，７４９地区。着手済８５６地区。（着手
済には応急復旧工事含む）
（査定完了。着手済は3月31日現在）
復旧工事完了地区３６２地区。

農
林

12月
補正

178
除塩事業（団体営・現年
災）

津波により塩害を受けた農用地の復旧
（８７地区） 94,074

査定完了８７地区。着手済２５地区。
（査定完了。着手済は3月31日現在）

農
林

12月
補正

179
治山災害復旧事業（現
年災）

被災した治山施設の復旧を実施（８地区）
2,717,173

査定完了８地区。着手済８地区。
（査定完了。着手済は3月31日現在）

農
林

12月
補正

180
林道災害復旧事業（現
年災）

被災した林道施設の復旧を実施

1,021,679

査定完了１３７箇所。着手済１０６箇所
（査定完了。着手済は3月31日現在）
復旧工事完了地区７５箇所。

農
林

6月
補正

181
災害関連山村環境施設
復旧事業

被災した山村環境施設の復旧を実施
36,287

査定完了２地区。
復旧工事完了地区２地区（3月31日現在）

農
林

9月
補正

182 治山事業
被災した保安林の復旧を実施（９地区）

3,900,130
着手済６地区。
（着手済は3月31日現在）

農
林

9月
補正

183 災害関連緊急治山事業
保全対象に直接被害を及ぼした林地の復旧
を実施（８地区） 1,008,248

査定完了８地区。着手済８地区。
（査定完了。着手済は3月31日現在）

農
林

9月
補正

33



No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）

事業の進捗状況 部
局

予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.3.31

184 林地崩壊対策事業
被災した林地の復旧を市町村が実施（８地
区） 110,928

査定完了８地区。着手済８地区。
（査定完了。着手済は3月31日現在） 農

林
9月
補正

185
農林水産業共同利用施
設災害復旧事業

農協等が所有する農林業共同利用施設の復
旧に要する経費の一部を負担する。

262,977

事業主体(６団体）が、農業倉庫、共同選果場等15
施設について復旧済み。
補助金割当内示（第２次）158,722千円
3月22日付けで東北農政局から補助金交付決定
通知146,076千円。
3月30日付けで各事業者に対し補助金交付決定通
知。

農
林

6月
補正

186
放射性物質除去・低減
技術開発事業

放射性物質の除去・低減等の技術を開発し、
安全・安心な農林水産物の生産体制の早期
確立を図る。

121,684

各農林水産物に関する放射性物質除去・低減技
術の開発に取組み、現在、成績を取りまとめ中。
研究成果については、随時、技術情報や説明会（5
回実施）で情報発信。

農
林

6月
補正
9月
補正
12月
補正

187
卸売市場施設災害復旧
事業

　生鮮食料品の安定的な供給体制を早急に
確保するため、甚大な被害を受けた卸売市
場の復旧を行う。

157,631

県内４市場全て災害査定完了。
（うち３市場については、年度内に事業完了。）

農
林

6月
補正
9月
補正
2月
補正
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）

事業の進捗状況 部
局

予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.3.31

188
園芸産地再生緊急対策
事業

　園芸産地における放射能拡散の実態把握
及び指標作物による県域での影響調査の実
施とその結果等を情報提供する。

10,959

9月2日に産地関係者（生産者団体、市町村、県関
係機関）を参集し事業検討会を開催。調査の進め
方及び測定機器の取扱い等を確認。各農林事務
所から提出された栽培環境調査計画に基づき、簡
易放射線測定機器（３９台）を配布し調査実施。
栽培環境調査は、11月から野菜残さの放射性物
質影響調査を追加したため、平成24年2月29日現
在の実績は57計画（24品目）。
栽培影響調査：非結球性葉菜類のホウレンソウ等
の指標作物による定点観測ほ25市町村63か所を
設定し、調査実施した。
平成24年1月31日に県農業総合センターで第2回
検討会を開催。調査結果から得た知見や課題、現
地からの要望等を踏まえ、次年度の取組みに向け
た意見交換実施。農林事務所等でも指導会、研修
会等実施。

農
林

6月
補正
2月
補正

189
緊急時畜産経営支援事
業

農家に対し、農家が緊急調達する粗飼料の
購入費及び避難先での牛の管理経費の貸付
を実施する。

700,000

県酪農協（624,000千円）、小野地区酪農（70,000千
円）、しゃくなげ酪農（6,000千円）貸付済 農

林
6月
補正

190
水産業共同利用施設復
旧支援事業

１　漁協等が行う共同利用施設の早期復旧
に必要不可欠な機器等の整備に対して補助
する。
２　漁協等が行う共同利用施設の復旧(災害
査定による）に対して補助する。
３　漁協等が行う共同利用施設の整備に対し
て補助する。

733,080

１　6月・9月補正：6漁協等82施設、事業費389,430
千円
　　2月補正：7漁協等32施設、事業費196,226千円
２　12月に災害査定：相双漁協3施設、査定事業費
112,242千円
３　2月補正：漁連1施設、事業費43,300千円
※１、２には、県の1/6、1/12の補助の上乗せ（2月
補正）

農
林

6月
補正
9月
補正
2月
補正

191
漁場生産力回復支援事
業

漁協等が行う漁場のがれき等の撤去に要す
る経費を助成する。

2,196,624

事業主体（いわき市漁協、相馬双葉漁協、小名浜
機船底曳網漁協）で取組みを開始。
瓦礫撤去量　　いわき漁協;　9,938t   小名浜底曳;
973t   相双漁協;　22,519t    （3/16終了)

農
林

6月
補正
12月
補正
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）

事業の進捗状況 部
局

予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.3.31

192 漁場堆積物除去事業

県は、重機等を使用した漁場のがれき等の
撤去や調査を実施する。 350,600

松川浦瓦撤去数量　27,810m3:3/27完了
沿岸域瓦礫調査
　・いわき地区、相双地区：1/31完了

農
林

6月
2月
補正

193
共同利用漁船等復旧支
援対策事業

漁協等が行う共同利用に供する漁船・定置
網の漁具の建造費用等を助成する。

4,644,104

４漁協及び県漁連へ交付決定。（3/30現在）
　漁船１０４隻、漁具２０８隻分
　【内訳】
  ・相馬双葉漁協　漁船６０隻、漁具１４５隻分
　・県旋網漁協　漁船２隻
　・中之作漁協　漁船１隻
　・県漁連　漁船４１隻　漁具６１隻分
　・小名浜機船底曳網漁協　漁具２隻分

農
林

6月
補正
9月
補正

194
木材供給等緊急対策事
業

がれき処理推進のための木材破砕機導入経
費助成。仮設住宅等資材確保のための原木
輸送経費助成。

120,300

木材破砕機等４台の導入完了。
復旧資材用の合板用原木の輸送経費を支援し
た。

農
林

6月
補正

195 農業機械等整備事業

農業総合センター農業短期大学校の施設・
設備の復旧等を行う。

68,915

一部の繰越し工事を残して、年度内に復旧等完了
した。 農

林

6月
補正
9月
補正

196
農家経営安定資金融通
対策事業

東日本大震災に伴う地震・津波被害、原子力
事故による出荷制限や風評被害を受けた農
業者等に対し、必要となる施設等の復旧費や
減収のため不足する運転資金、原子力事故
により生計の維持に大きな影響を受けている
農業者等に対し農家経済の維持に必要な資
金を融通する（利子補給）。

4,873

融資枠　35億円
承認実績　  694件　2,257,735千円  (3/31現在)
※原子力事故対策緊急支援資金については７月
より貸付限度額を引き上げ。 農

林
5月
補正

197
農家経営安定資金融通
対策事業

原発事故に伴う肉用牛の出荷制限を受けた
農業者等に対し、営農継続に必要な資金を
融通する（利子補給）。

2,802

融資枠　30億円
　平成23年8月1日から取扱いを開始。
  承認実績　71件　929,600千円(3/31現在)

農
林

6号
補正
(専決)
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）

事業の進捗状況 部
局

予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.3.31

198 天災資金融資対策事業

天災融資法に基づき天災資金を融資する（利
子助成） 0

融資枠　5億円
市町村（双葉郡の町村を除く）及び協同組合等に
需要調査を行ったが、要望はなかった。

農
林

5月
補正

199
緊急時環境モニタリン
グ事業

農林水産物の放射性物質による影響を調査
し、今後の作付け計画に資する情報を提供
する。

61,664

各種農産物について随時モニタリング調査を実
施。
８月末に分析機器・分析体制を整備し、９月から分
析点数を拡大。
モニタリング実績　19,971点（3/31現在）

農
林

5月
補正
6月
補正
9月
補正
2月
補正

200
被災農家経営再開支援
事業

津波や農業用ため池の決壊等により農作物
の栽培が困難となった農業者等が、復興組
合等を組織して復旧作業を行った場合に、経
営再開支援金が支払われる。

1,089,293

33復興組合設立
須賀川市、相馬市、南相馬市、新地町、いわき市
へ1,089,173千円の経営再開支援金を交付（3/31
現在）。

農
林

9月
補正
2月
補正

201
安全なきのこ原木等供
給支援事業

放射能による森林汚染によりきのこ原木等の
価格が高騰しているため、きのこ生産者の負
担軽減を図る取組を行う団体に支援する。、 22,680

県内ＪＡ及びきのこ生産者団体を通じ、きのこ生産
者のきのこ原木等の購入経費の支援を実施した。
　　きのこ原木：157,510本、おが粉：1,088ｍ3

農
林

12月
補正
２月
補正

202 森林除染等実証事業

キノコ原木林とほだ場のモデル地区を設定
し、除染作業によるほだ場の除染を行い、き
のこ生産のための基盤整備を促進する。 12,042

森林ほだ場10箇所、人工ほだ場10箇所、計20箇
所  3月26日完了予定 農

林
12月
補正

203 森林除染実証事業

近隣住民や林業従事者と関わりの多い森林
において、各種間伐や枝落としと搬出を行
い、施業前後の放射線量の変化から除染効
果の実証・検証を行う。

18,822

放射線等に関する専門家の監修のもと、県内２市
村(川内村、二本松市）で事業を実施中。

農
林

12月
補正
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）

事業の進捗状況 部
局

予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.3.31

204
木材加工流通施設等復
旧対策事業

被災地の木材加工流通施設の復旧を支援
し、木材の安定的な供給体制の再建を支援
する。 287,240

12月補正分　災害復旧工事１施設　3月29日完
了。
2月補正分　災害復旧工事8施設　3月29日に東北
財務局より繰越承認、平成25年2月末完了予定。

農
林

12月
補正
2月
補正

205
「がんばろう ふくしま！」
運動推進事業

首都圏及び県内において、緊急的な風評被
害対策キャンペーンを実施する。

77,859

・4月～10月　県内量販店・直売所での販促イベン
ト実施
・11月　福島駅前で「ごちそう ふくしま満喫フェア
2011」を開催(11/5～6)
・4月～12月　首都圏等での販促イベント実施
・「ふくしま 新発売。」ホームページ開設(8/17)
（モニタリング情報検索ページ・４名の産地情報員
の取材記事発信）
・「福島の農業の未来を語るシンポジウム」(11/5)
開催
・「がんばろう ふくしま！」応援店（3/15現在 1,548
店舗）
（H23.6.10～H23.7.31 応援店1,000店突破記念フェ
アを実施）
・首都圏等応援店拡大のための支援制度（ＰＲ資
材等作製配布）
・商店街、流通業者、任意団体等の県外販促活動
支援制度（事業実施団体　3/12現在 120団体、9月
補正で継続事業実施）
・風評被害対策キャラバン隊活動支援制度（事業
実施団体　４団体）
・県主催による生産者団体と連携した風評被害対
策（首都圏等におけるトップセールス）
・ふくしま米の安全性のアピール、首都圏・大阪・沖
縄での需要拡大ＰＲの実施（9月補正）

農
林

5月
補正
9月
補正
2月補

正
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）

事業の進捗状況 部
局

予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.3.31

206
放射線スクリーニング
検査事業

計画的避難区域等から家畜を搬出する際の
放射線スクリーニング検査に必要な測定装
置等の整備を図る。

7,332

ポケット線量計　26個（整備済）
防護キット　610セット（整備済）
サーベイメーター　13個（整備済）

農
林

5月
補正

207
東日本大震災漁業経営
対策特別資金

漁業者及び水産加工業者に対し流失した漁
具・設備購入資金、運転資金を無利子で融資
する。

1,500,335

融資枠　30億円
融資実績  36件    135,700千円(3/30現在) 農

林
5月
補正

208
木材産業等高度化推進
資金

林業・木材産業事業者へ運転資金を融資す
る制度

450,404

貸付利息の引き下げ(5月2日から実施）
短期資金1.30％～1.60％→一律1.30％
長期資金2.25％～2.65％→一律1.45％
短期資金貸付実績　1,072,715千円（3/31現在）

農
林

23
当初

耕作放棄地再生利用緊
急対策（被災者支援実
証ほ）

被災者が避難先で耕作放棄地を利用して農
業を再開する取組を支援する。（県を経由し
ない国基金） 241,750

農
林

－

被災者営農継続支援耕
作放棄地活用事業（国
第３次補正）

618,000
農
林

－

210
耕作放棄地再生利用緊
急対策（広域利用調整）

県外避難者の県内への呼び戻しや県内避難
先での営農再開に必要な耕作放棄地に係る
被災者へ提供するシステムを構築し広域的
な利用調整を支援する。

耕作放棄地
再生利用緊
急対策（被

災者支援実
証ほ）のう

ち
1,500

　県内の耕作放棄地に係る情報を県耕作放棄地
対策協議会のホームページから検索できるように
した情報提供システムの運用を平成24年4月上旬
より開始予定。営農再開を希望する被災者等から
の問い合わせに対してマッチング開始する。

農
林

－

209

これまで４４件の相談があり、現在、２４件について
関係する地域耕作放棄対策協議会と調整中。
・飯舘村や川俣町（山木屋地区）の花き生産者４名
が避難先である川俣町の耕作放棄地２．６ｈａを再
生して営農を再開。
・南相馬市小高区の施設園芸農家が新地町で、営
農を再開する取組を支援中。
・新地町の仮設住宅入居者２３人で構成する組織
が近傍の耕作放棄地を活用し、野菜を生産する取
組を支援中。
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）

事業の進捗状況 部
局

予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.3.31

211
森林整備担い手対策基
金事業(林業就業者キャ
リア形成支援事業)

林業就業者に対する放射線の影響に関する
正しい知識の研修会を開催する。

1,375

8月18日に郡山市「ホテルバーデン」で研修会開
催。参加者等：１４５名 農

林
23

当初

212
肥育牛出荷円滑化対策
事業

原子力災害により肉用牛の出荷停止を受け
た農業者から、出荷できずに適期を超過した
肥育牛を全頭買い上げるために要する経費
を補助する。

1,001,400

福島県肥育牛出荷円滑化対策協議会へ補助金交
付済み。協議会は、10月４日より申請した農家に
対し支援交付金の支払いを開始し、１月末で全て
の買上げを終了。

農
林

6号
補正
(専決)

213
肉用牛経営緊急支援事
業

畜産農家の経営の負担が軽減できるよう、飼
料の現物支給を行うための経費について支
援する。

1,616,000

８月から３か月分の飼料を対象農家へ現物供給済
み(補助額 1,370,802千円)。 農

林

6号
補正
(専決)

214
肥育牛全頭安全対策推
進事業

本県産肥育牛の県外出荷に当たり、出荷牛
全頭を対象として放射性物質検査を実施す
る。

141,398

出荷再開後、県外と畜場において、全頭検査を実
施している。11,597頭の検査を実施（3/31公表分）
※県内での検査頭数は4,608頭

農
林

予備
費

12月
補正

215
水産物安全流通対策事
業

水揚げされた水産物の放射性物質を測定
し、安全性を確認するための分析器を購入、
設置する。

63,425

・水産試験場本場及び相馬支場（農業総合セン
ター浜地域研究所）にゲルマニウム半導体分析器
を設置するため、分析室の改修工事を行った。
・水試本場では、改修工事が終了し、１月末に分析
器の設置が終了し、機器の調整後、２月中旬から
機器を稼働中。
・水試相馬支場では、３月下旬に実験室を改修と
機器の設置が終了した。４月第１週に調整後、機
器を稼働できる見込み。

農
林

9月補
正

216 農用地除染普及事業

除染技術の普及を加速させるため、技術を活
用した研修会等の開催を通じて、市町村が行
う除染作業を円滑に推進する。 3,998

反転耕実演会　8回開催
農
林

12月
補正
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）

事業の進捗状況 部
局

予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.3.31

217
農業系汚染廃棄物処理
事業

放射性物質に汚染された農業系汚染廃棄物
の処理を推進するため、市町村等が計画に
基づき実施する一時保管や運搬などの取組
みにかかる経費を助成する。

349,011

実施計画承認　11市町村、374,525千円、3/31現
在

※処理量：堆肥20,247ｔ、稲わら696ｔ、牧草488ｔ

農
林

12月
補正

218
米の放射性物質緊急調
査

県内で生産された23年産米から食品衛生法
の暫定規制値を超える放射性セシウムが検
出されたことから、詳細な調査を早急に実施
する。

50,623

分析点数32,755点の調査を行った。
2月3日で調査完了。 農

林
予備
費

219
水産加工原料等安定確
保支援事業

加工原料を新たに遠隔地から確保するため
に必要となった加工業者に対して運搬料等を
補助する。

21,000

漁連、1加工協に16,185千円の補助（1/2）
農
林

2月
補正

土
木

23
当初

土
木

5月
補正

土
木

7号
補正

相馬市道大洲松川線代行復旧費
26,995

土
木

9月
補正

221 都市災害復旧事業

都市公園、都市施設の災害復旧（５件）

83,000

・災害査定は５箇所全て完了し、１箇所発注済み。
なお、その他の４箇所については、海岸の災害復
旧事業との工程調整の結果、４月に着手予定。

土
木

5月
補正

222
流域下水道整備事業
（特別会計）

流域下水道の災害復旧
274,000

災害査定は3箇所全て完了し、3箇所で着工済み、
うち2箇所で復旧が完了。 土

木
5月
補正

220 土木災害復旧事業

海岸、道路等施設の災害復旧
H23年度は全体の約20％を実施
（執行額ベース）
※警戒区域を除く

19,102,568

・3月9日現在、警戒区域等を除き931箇所全てに
おいて災害査定が完了し、672箇所で着工済み、う
ち460箇所で復旧が完了。
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）

事業の進捗状況 部
局

予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.3.31

400,000
土
木

23
当初

9,528,000
土
木

5月
補正

2,400,000
土
木

2月
補正

600,000
土
木

23
当初

11,561,000
土
木

5月
補正

緊急時避難準備区域の解除見込みに伴う災
害復旧費（真野川漁港） 730,000

土
木

7号
補正

警戒区域の見直しに伴う災害応急復旧費（請
戸漁港、富岡漁港） 39,000

土
木

12月
補正

7,632,380
土
木

5月
補正

348,000
土
木

9月
補正

713,150
土
木

5月
補正

1,394,000
土
木

9月
補正

225
港湾整備事業（特別会
計）

小名浜港ふ頭埋立造成、上屋、荷役機械災
害復旧
全体の約82％　H23年度実施
（執行額ベース）

・3月30日現在　野積場や荷役機械等の復旧工事
について、予算ベースで約57%着工済。

相馬港ふ頭埋立造成、上屋、荷役機械災害
復旧
全体の約65％　H23年度実施
（執行額ベース）

・3月30日現在　野積場や荷役機械等の復旧工事
について、予算ベースで約34%着工済。

223 港湾災害復旧事業

港湾等施設の災害復旧
全体の約47％　H23年度実施
（執行額ベース）

・3月30日現在　災害査定は327施設全て完了し、
129施設で着工済、うち77施設の復旧が完了。

224 漁港災害復旧事業

漁港等施設の災害復旧
全体の約20％　H23年度実施
（執行額ベース）

・3月30日現在　災害査定は警戒区域等を除き349
施設全て完了し、100施設で着工済、うち28施設の
復旧が完了。
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）

事業の進捗状況 部
局

予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.3.31

677,000
土
木

6月
補正

335,000
土
木

9月
補正

1,100,000
土
木

12月
補正

地すべり等区域の災害復旧　（５件） 1,059,960 ７月上旬までに５件全てが採択され、事業に着手
済。

土
木

5月
補正

急傾斜地崩壊危険区域等の災害復旧
（９件）
内８件は市町村事業で国・県が9／10補助

211,550

１月下旬までに９件全てが採択され、事業に着手
済。 土

木
6月
補正

急傾斜地崩壊危険区域等の災害復旧
（４件）
４件全て市町村事業で国・県が9／10補助

92,520

１月下旬までに４件全てが採択され、事業に着手
済。 土

木
9月
補正

1,077,200
12月
補正

141,390
2月
補正

228 県営住宅管理事業
県営住宅災害復旧（３４団地）

93,464
・34団地完了 土

木
23

当初

229 県営住宅改善事業
県営住宅災害復旧（１団地）

40,933
・1団地完了 土

木
23

当初

県営住宅災害復旧（５２団地）
543,039

・H23年度内着手（51団地）
・H23年度内完了（43団地）

土
木

5月
補正

県営住宅災害復旧（２団地）

27,500

・2団地着手済
・H23年度内完了（1団地） 土

木
9月
補正

土
木

230 県営住宅災害復旧事業

226 漁港事業

復興対策
漁港施設の野積み場等沈下した用地の嵩上
げなどの復旧

２月に交付決定され、現在、発注手続き中。

227
緊急砂防等災害関連事
業

急傾斜地崩壊危険区域（特例）等の災害復
旧（１８件）
内１２件は市町村事業で国・県が9／10補助

２月下旬までに１３件が採択され、事業に着手済。
残り５件（市町村事業）は、事業実施に向けて準備
中。
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）

事業の進捗状況 部
局

予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.3.31

都市公園等において子どもが受ける放射線
量の低減を図る。空間線量率が毎時１マイク
ロシーベルト以上の放射線量が確認された
場所において表土等を改善する。市町村公
園は、１５市町村において、１／２補助する。

1,008,857

・県営公園については、あづま総合運動公園、逢
瀬公園において８月末完了。
・市町村公園は１５市町村において、対策予定公
園８０６箇所で、全箇所３月末完了。

土
木

6月
補正

緊急時避難準備区域の解除に伴い、区域内
の都市公園等を対象に表土等の改善を行
う。 77,937

・県営公園は、東ケ丘公園（南相馬市）において、
１月に着手済み。３月末完了。
・市町村公園は、南相馬市において、対策予定公
園１２箇所で、全箇所３月末完了。

土
木

9月
補正

232 交付金事業（公園）

東日本大震災の津波被災地における防災緑
地の配置方針や断面構成について、学識者
等からなる委員会で検討し、防災緑地計画の
ガイドラインを策定する。

9,000

・１２月１２日に第１回、１月２３日に第２回、２月２６
日に第３回検討委員会を開催し、基本的な考え方
やガイドラインの内容について検討した。
・現在、３月末のガイドライン公表に向けて策定
中。

土
木

9月
補正

450,770
土
木

6月
補正

1,221,021
土
木

9月
補正

496,972
土
木

12月
補正

234 交付金事業（海岸）

海岸の無堤区間の解消のため、海岸堤防を
新たに整備する。（3海岸） 999,900

交付金申請済み、発注準備中
土
木

12月
補正

235 交付金事業（河川）
河川河口部の津波、高潮対策のため、堤防
の嵩上げを行う。（9河川） 1,107,400

交付金申請済み、発注準備中
土
木

12月
補正

231
都市公園環境緊急改良
事業

233
下水汚泥放射能対策事
業（特別会計）

下水汚泥から放射性物質が検出されたた
め、溶融処理後の汚泥を保管する施設や封
入施設の設置を行い仮置きし適切に管理を
する。

・脱水汚泥を保管するためのヤードを逐次拡張。
・溶融処理後のスラグ等の保管封入施設の工事に
着手し２月14日に完成。
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）

事業の進捗状況 部
局

予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.3.31

236 交付金事業（道路）

東日本大震災からの本格的な復興に向け
て、沿岸市町と周辺地域を接続する地域間
連携道路の整備や市町村復興計画の支援、
橋りょう補修等による道路の防災・震災対策
を実施し、地域の活力向上や県民の安全・安
心の確保を図る。
・地域間連携道路の整備等（２６箇所）
・市町村復興計画に基づく道路の整備（２２箇
所）
・道路の防災・震災対策（橋りょう補修等）
（４３箇所）

6,875,991

・地域間連携道路の整備等について、２６箇所中、
４箇所発注済み
・市町村復興計画に基づく道路の整備について、２
２箇所中４箇所発注済み
・道路の防災・震災対策（橋りょう補修等）につい
て、４３箇所中、１４箇所発注済み

【完了箇所】なし

土
木

12月
補正

237 原水及び浄水費

工業用水道施設（導水路、浄水場等）の復旧

31,555

漏水２３箇所、施設６箇所全て復旧済。

企
業

6月
補正
2月補

正

238 配水及び給水費

工業用水道施設(配水路、給水施設等）の復
旧

178,658

漏水６９箇所全て復旧済。施設３箇所のうち２箇所
復旧済

企
業

6月
補正
2月補

正

239 建設改良費

水管橋の架替等工業用水道施設の復旧

818,452

施設７箇所のうち５箇所復旧済。水管橋架替工実
施中。

企
業

6月
補正
9月
補正
2月補

正
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）

事業の進捗状況 部
局

予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.3.31

240 県立病院整備事業

震災に伴う会津総合病院の給湯設備改修工
事

8,400

実施、完了済み
病
院
局

5月
補正

241
サテライト校の設置経
費

サテライト校の設置に要する経費
68,649

ＬＡＮの整備、必要物品等の整備を行った。
教
育

1号
補正
(専決)

242
被災児童生徒等就学支
援事業

避難している幼児の、幼稚園の入園料・保育
料に対する補助、及び児童生徒が小中学校
での就学に必要な学用品費等に対する補助
を行う。

1,626,661

該当５３市町村に対し交付決定。

教
育

5月
補正

243
被災児童生徒等臨時特
例就学支援事業

被災した特別支援学校に通う幼児児童生徒
の世帯に対し、緊急的に就学支援等を実施
する。

2,764

特別支援学校において、２２名に対して支給。
教
育

5月
補正

244 高校生通学支援事業

通学が困難となった相双地域の生徒の通学
手段を確保するため、通学バスを運行すると
ともに、サテライト校への通学や転学を余儀
なくされた県内生徒等に対して通学費の支援
を行う。

155,649

（通学バス）　5月9日から12月20日まで運行
（通学費支援）　年間延べ５，２５４件　７１，１３０千
円を支給。 教

育
5月
補正

245
スクールカウンセラー等
緊急派遣事業

避難した児童生徒等の心のケア等に対応す
るため、スクールカウンセラーやスクールソー
シャルワーカーを派遣する。

169,753

（１）スクールカウンセラー
これまでに、東京都、埼玉県臨床心理士会等から
191名の派遣を含め、現在、幼稚園3園、小学校
119校、中学校172校、高等学校74校、特別支援学
校3校、合計371校に派遣。
（２）スクールソーシャルワーカー
本宮市、川俣町、矢吹町、会津坂下町、南会津
町、大熊町の１市５町及び各教育事務所（南会津
を除く）に計１８名を派遣。

教
育

5月
補正
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）

事業の進捗状況 部
局

予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.3.31

246
高等学校奨学資金貸付
金

震災により修学環境が大きく変化した高校生
に対し、奨学資金を貸与する。

446,280

震災特例採用（条件により返還義務の免除あり）
　　貸与決定数　１，５４５名
通常の緊急採用
　　貸与決定数　　７名

教
育

5月
補正

247
線量低減化機器等整備
事業

公立学校等において、校舎等を洗浄するた
めの機器等を整備する。

35,203

（県立学校）
緊急時避難準備区域内の学校も含め、校舎等の
洗浄を実施。
（市町村立学校）
４１市町村（うち高圧洗浄機の申請は３９市町村）
から補助申請があり、校舎等の洗浄を実施。

教
育

3号
補正
(専決)

248
子どもの心のケア緊急
支援事業

被災した子どものＰＴＳＤの見つけ方、具体的
なケアの手法等について県内の学校関係者
に理解してもらうために、専門家による講習
会を実施する。

1,040

　県北・相双地区を対象に11月8日、会津・南会津
地区を対象に11月10日、県中・県南・いわき地区を
対象に11月17日に研修会を開催した。
　さらに、心の教育プログラムに関する実践的な研
修会を11月16日、11月25日、11月28日に開催し
た。

教
育

6月
補正

249
双葉地区教育構想緊急
対応事業

サテライト開設となった富岡高校の緊急の寮
に係る生活環境及びスポーツ競技に係る授
業トレーニング環境を整備する。 20,765

(1)寮生活環境整備
　福島市、猪苗代町に緊急の寮を設置。
(2)授業トレーニング環境等整備
　練習用具や遠征費用について支援。

教
育

6月
補正

47



No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）

事業の進捗状況 部
局

予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.3.31

250
ふくしまっ子体験活動応
援事業

子どもたちが屋外での活動を控えている中
で、心身ともに伸び伸びと自然体験活動等が
できる機会を提供する。
(1)体験活動応援補助事業
　自然体験活動等を実施する市町村等に宿
泊費等を補助する。
(2)自然の家体験活動応援事業
　自然体験や創作活動等を会津自然の家で
実施する。
(3)移動教室・体験活動応援事業（10月～）
　特別活動等を県内の他地域で行う小・中学
校等に宿泊費等を補助する。

※9月までの予定だったが、平成24年3月まで
延長

4,470,722

（４月１９日時点速報値）
(1)体験活動応援補助事業
　　申請件数　　１１，３８２件、３９７，８８１人
　　　　　　　（うち、子ども３２３，６０１人）
(2)自然の家体験活動応援事業
　　日帰り：１３回開催
　　　　　　　　（実績人数　１，７２３人）
　　宿  泊：①１泊２日　５回開催
　　　　　　 ②２泊３日　２回開催
　　　　　　　　　（実績人数　９７０人）
(3)移動教室体験活動応援事業
　　　　申請件数　７４４件、６５，８４２人
　　　　　　　 （うち、子ども６１，１２０人）

教
育

6月
補正

251
地域スポーツ人材の活
用実践支援事業

○中学校・高等学校の運動部活動と中学校
の武道・ダンスの授業へ地域スポーツ人材の
活用を促進しており、東日本大震災により、
移転を余儀なくされ、他施設での練習等を行
わなければならない学校に対して移動費等
の支援を行う。

2,831

(1)中学校・高等学校の運動部活動
　　40人（中学校20人、高等学校20人）
(2)中学校の武道・ダンスの授業
　　23人（武道18人、ダンス5人）
(3)東日本大震災による移転中学校・高等学校の
運動部活動の支援
　　17校（中学校5校、高等学校12校）

教
育

9月
補正

252 遺跡分布調査費

常磐自動車道の供用が、福島県の復興を後
押しするとの見解から、東日本高速道路（株）
による用地買収が急速に進み、試掘調査実
施面積が増加したことによる調査費の増

1,596

予算計上した調査対象面積については試掘調査
（現地調査）を１２月上旬に終了。

教
育

9月
補正
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）

事業の進捗状況 部
局

予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.3.31

253
サテライト校就職支援
事業

就職を希望する生徒が、県内で開催する就
職面接会へ参加するためのバス借上げ等を
実施する。 391

就職面接会（10月24日福島会場、10月31日郡山
会場、11月8日いわき会場）への参加希望者に対
して、業者と契約し、バスによる送迎を実施した。

教
育

9月
補正

254
サテライト校進学支援
事業

大学進学を希望する生徒の学力向上を図る
ため、合同学習会を実施する。 262

相双会場が12月11日(日)及び18日(日)、県中会場
が12月10日(土)及び11日(日)にそれぞれ実施し
た。

教
育

9月
補正

255
サテライト校等特別活
動支援事業

生徒が一堂に会して卒業式等の学校行事を
行うため、バス借り上げ等を実施する。 18,890

事業実施対象校において、生徒が一堂に会する
交流会、文化祭及び卒業式等の学校行事を行っ
た。

教
育

9月
補正

256
サテライト校受験者支
援事業

Ⅰ期選抜において、他地区からサテライト校
を受験する生徒に対して、受験会場までの送
迎バスを手配する。 640

Ⅰ期選抜日程：２月２日
台数：バス７台
出発地：福島駅、郡山駅、会津若松駅、
　　　　　　　　いわき駅、猪苗代駅

教
育

12月
補正

257
安心・安全のための学
校給食環境整備事業

放射能測定システムを購入し、財団法人福
島県学校給食会に貸与する。 10,162

簡易放射性物質測定機器を２台購入。 教
育

12月
補正

258
特別支援学校における
医療的ケア実施事業

電源を必要とする医療機器を使用している医
療的ケアが必要な特別支援学校児童生徒等
について、緊急時の電源確保のために小型
自家用発電機を整備する。

5,357

小型自家用発電機を４台購入。

教
育

12月
補正

259
指定文化財保存活用事
業（災害復旧）

文化財保護のため、文化財所有者が東日本
大震災により被災した文化財の修復を実施
する場合に補助金を交付する。

6,324

国指定３件、県指定２件を交付決定。
教
育

12月
補正

260
学校給食検査体制整備
事業

　市町村が放射性物質検査機器を設置する
経費等を補助する。
　また、給食施設のある県立学校に検査機器
を整備する。

1,338,662

２４年度に繰越し事業実施の予定。

教
育

2月
補正
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（千円）
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局
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H24.3.31

261
国指定重要文化財法正
尻遺跡出土品修復事業

国指定重要文化財に指定されている、県所
有の「法正尻遺跡出土品」のうち、東日本大
震災で被災した縄文土器１１点の修復を行
い、その保護と活用を図る。

8,583

２４年度に繰越し事業実施の予定。

教
育

2月
補正

262
県立学校施設等災害復
旧調査等委託事業

東日本大震災及びその後の余震により被災
した県立学校施設等の大規模な復旧事業に
ついて調査設計の委託を行う。 264,439

実施期間　H23.7.12～H24.3.30
対象施設　28校70棟（被災度区分判定の結果、調
査設計が必要と判断されたもの）で着手済。

教
育

5月
補正

教
育

6月
補正

教
育

12月
補正

実施期間　H23.6.20～H23.8.31
対象校　　28校の校庭、側溝等
実施数量　479,660㎡（校庭）、40,983m（側溝）
8月末までに完了済。

教
育

3号
補正
(専決)

実施期間　H23.9.26～H23.11.14
対象校　2校（原町高、相馬農業高）の校庭、側溝
等
実施数量　67,821㎡（校庭）、2,598㎡（側溝）
11月中旬までに完了済。

教
育

9月
補正

264 表土改善事業

空間線量率が１μSv/h以上の県立学校の校
庭の表土改善を行う。

884,582

263
応急仮設校舎等設置事
業

東日本大震災の発生により校舎が被災した
学校や、原発事故により国から区域外への
避難指示がなされ移転を余儀なくされた学校
を対象に、応急仮設校舎の設置を行う。 2,305,525

設置数　18箇所30棟（10校＋サテライト9校,うち1箇
所2棟は、いわき明星大学校舎使用）
8月末及び3月末までに完成済。
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265
県立学校施設等災害復
旧事業

東日本大震災により被災した県立学校施設
等について復旧を行い、早急に教育環境の
整備を図る。

5,135,360

対象施設　1,017件（92施設）
完了数　 　813件（竣工金額割合25.9%）

教
育

1号
補正
(専決)
6月
補正
9月
補正
12月
補正
2月
補正

被災した県立社会教育施設において大規模
な復旧事業を行う
・県立図書館
・県立美術館
・いわき海浜自然の家

323,209

実施期間　H23.10～H25.3（明許繰越）
対象施設　3件
・県立図書館・・・工事契約済
・県立美術館・・・調査設計終了
・いわき自然の家・・・事業実施に向け調査設計を
実施中。

教
育

6月
補正

・県立美術館・・・収蔵作品の修復を行う
・いわき海浜自然の家・・・調整池の浚渫を追
加。 145,221

・県立美術館・・・3月27日完了。
・いわき海浜自然の家・・・事業実施に向け調査設
計を実施中。

教
育

9月
補正

267
社会教育施設線量低減
事業

県立施設の除染及び市町村社会教育施設
の線量低減事業への補助を行う 98,952

郡山自然の家は2月10日完了。県立美術館は3月
28日完了。

教
育

9月
補正

教
育

6月
補正

教
育

9月
補正

補助期間　平成23年度
補助率　　 １/２の額以内
市町村に補助金交付要綱を通知するとともに事業
計画書を取りまとめ交付決定(内示）。現在、実績
報告取りまとめ中。
（補助金執行見込額　28市町村　879百万円）

266
社会教育施設災害復旧
事業

268
公立学校等校庭土壌緊
急改良事業

市町村が空間線量率毎時１マイクロシーベル
ト未満の学校等で表土の改善を行う場合に
費用の一部を補助する。

917,494
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269
公立学校等校舎内緊急
環境改善事業

公立幼稚園、小学校、中学校及び特別支援
学校にエアコン又は扇風機の設置を希望す
る市町村に対して、一部補助を行う。

1,617,039

補助期間　平成23年度
補助率　　 １/２の額以内
提出された事業計画書により42市町村に補助金
1,315,350千円を内示し、市町村で事業実施中。
緊急時避難準備区域等の指定により、平成23年
度に事業実施できない市町村には、今年度予算の
一部を繰り越しして平成24年度も事業を継続す
る。

教
育

6月
補正

270
県立学校施設内緊急環
境改善事業

県立学校施設内において中庭表土等の除去
など、空間放射線量低減対策を実施する。 242,648

対象校　67校
3月末までに竣工済 教

育
6月
補正

271 庁舎維持管理補修事業
震災に伴う庁舎等の修繕経費
（福島・郡山免許センター庁舎・コース補修） 11,417

事業実施済み
警
察

5月
補正

272
交通安全施設整備補助
事業

信号機、道路標識、道路標示等の交通安全
施設の復旧

547,048

一部復旧しており、その他についても契約済み又
は契約に向けた作業を進めているところである。
　なお、主な復旧状況は次のとおりである。
・交通信号機被害総数200基
　補正で111基分を予算措置し、年度内105基復旧
・大型道路標識被害総数66基
　補正で39基分を予算措置し、年度内39基復旧

警
察

5月
補正

273 刑事警察支援事業

被災場所及び避難区域内外に小型よう撃捜
査支援装置100式を設置し、犯罪の検挙・犯
罪抑止にあたるもの 165,900

警戒区域及びその周辺に設置し、運用中。

警
察

5月
補正

274 庁舎維持管理補修事業

震災復旧に伴う庁舎等の補修経費

104,270

事業40件中、完了32件、明許繰越等８件
警
察

6月
補正
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275 庁舎維持管理補修事業

震災復旧に伴う庁舎等の補修経費

29,537

事業11件中、完了６件、明許繰越等５件
警
察

9月
補正

276 警察行政事業
震災に伴う警察本部代替庁舎の借上経費（８
月～３月分） 43,479

事業実施済み
警
察

6月
補正

277 公舎維持管理補修事業 震災復旧に伴う公舎の補修経費 8,100 事務手続き準備中（明許繰越）
警
察

2月
補正

278
交通安全施設整備補助
事業

信号機、道路標識、道路標示等の交通安全
施設の復旧

706,123 契約に向けた作業を進めているところである。
警
察

2月
補正
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